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鉱
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一
、
は
じ
め
に

　

本
稿
の
課
題
は
一
九
五
〇
年
代
に
お
け
る
韓
国
石
炭
産
業
が
石
炭
公
社
へ
の
軍
派
遣

と
民
営
炭
鉱
の
登
場
を
通
じ
て
如
何
に
戦
災
復
興
を
達
成
し
て
テ
イ
ク
オ
フ
を
開
始
し

た
か
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
で
あ
る
。
こ
れ
を
通
じ
て
一
九
六
〇
年
代
経
済
開
発
に
必
要

な
安
定
的
エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
を
可
能
と
す
る
歴
史
的
条
件
が
、
一
九
五
〇
年
代
後
半
に

整
え
ら
れ
た
こ
と
が
明
確
に
さ
れ
る
と
思
わ
れ
る
。

　

解
放
後
の
韓
国
経
済
は
日
本
帝
国
圏
の
崩
壊
と
南
北
分
断
に
よ
っ
て
既
存
の
体
制
が

崩
壊
し
、
新
し
い
経
済
関
係
を
創
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
か
っ
た
。
そ
の
た
め
、
韓
国

政
府
は
ア
メ
リ
カ
の
支
援
下
で
経
済
復
興
計
画
を
推
進
し
た
も
の
の
、
朝
鮮
戦
争
勃
発

に
よ
っ
て
挫
折
し
、
深
刻
な
被
害
を
被
っ
た
。
そ
の
後
、
経
済
復
興
の
た
め
に
合
同
経

済
委
員
会
の
下
で
新
し
い
援
助
計
画
が
推
進
さ
れ
た
が
、
経
済
水
準
が
一
九
五
〇
年
代

中
ご
ろ
に
は
一
九
四
九
年
水
準
を
回
復
す
る
と
、
ア
メ
リ
カ
の
対
外
政
策
が
転
換
し
始

め
た
。
そ
れ
に
従
っ
て
、
韓
国
政
府
は
復
興
部
を
中
心
に
イ
ン
ド
な
ど
を
モ
デ
ル
と
す

る
経
済
開
発
三
ヵ
年
計
画
を
立
案
し
て
公
布
し
た
。
六
〇
年
代
に
入
っ
て
、
こ
れ
を
基

盤
と
し
て
第
一
次
経
済
開
発
計
画
が
実
施
さ
れ
た
こ
と
は
広
く
知
ら
れ
て
い
る
（
金
基

承
二
〇
〇
三
、
朴
泰
均
二
〇
〇
七
）

1

。
ま
た
一
九
六
〇
〜
七
〇
年
代
に
資
本
蓄
積
を
担
当

す
る
財
閥
な
ど
が
、一
九
五
〇
年
代
に
形
成
し
た
こ
と
は
、
す
で
に
孔
提
郁
（
一
九
九
三
）

に
よ
っ
て
指
摘
さ
れ
、
50
年
代
が
も
っ
て
い
る
ダ
イ
ナ
ミ
ズ
ム
が
強
調
さ
れ
た2

。
こ
の
点

で
、
五
〇
年
代
後
半
か
ら　

〇
年
代
前
半
に
か
け
て
政
策
上
の
連
続
性
が
存
在
し
て
お

り
、
資
本
蓄
積
に
お
い
て
一
九
五
〇
年
代
が
六
〇
年
代
の
歴
史
的
前
提
と
な
っ
た
と
い
え

よ
う
。

　

こ
の
よ
う
な
ダ
イ
ナ
ミ
ズ
ム
が
産
業
レ
ベ
ル
で
は
確
認
で
き
な
い
だ
ろ
う
か
。
す
な
わ

ち
、
国
家
の
政
策
的
資
源
配
分
と
民
間
資
本
家
の
育
成
に
よ
っ
て
一
九
五
〇
年
代
に
テ
イ

ク
オ
フ
が
始
ま
る
個
別
産
業
部
門
は
存
在
し
な
か
っ
た
だ
ろ
う
か
。
李
大
根（
二
〇
〇
二
）

は
、
一
九
五
〇
年
代
の
工
業
化
の
成
果
は
「
一
般
的
に
わ
れ
わ
れ
が
理
解
し
た
こ
と
よ
り

か
な
り
高
い
水
準
」
で
あ
り
、五
〇
年
代
の
工
業
構
造
は
六
〇
年
代
前
半
に
「
そ
の
ま
ま
」

繋
が
っ
て
い
る
と
見
た3

。
こ
れ
に
関
連
し
、
筆
者
（
二
〇
〇
五
）
は
韓
国
戦
争
以
降
進
め

ら
れ
た
国
有
鉄
道
の
復
興
と
新
線
投
資
が
経
済
復
興
は
も
と
よ
り
、
六
〇
年
代
経
済
開

発
に
寄
与
し
た
と
い
う
事
実
を
指
摘
し
た
こ
と
が
あ
る4

。
そ
の
な
か
で
も
、
一
九
五
〇
年
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べ
て
よ
り
深
刻
な
状
況
に
瀕
し
た
。
と
は
い
え
、
石
炭
産
業
が
新
生
の
韓
国
に
と
っ
て
エ

ネ
ル
ギ
ー
源
を
供
給
す
る
基
幹
産
業
で
あ
っ
て
、
ま
さ
に
そ
の
復
興
が
韓
国
経
済
自
立

を
実
現
す
る
先
行
条
件
で
あ
っ
た
の
で
、
大
韓
石
炭
公
社
が
如
何
に
戦
災
施
設
を
復
旧

し
て
増
産
体
制
を
確
立
す
る
か
は
政
策
上
重
要
な
課
題
と
し
て
浮
上
し
た
。

　

石
炭
公
社
は
い
ち
早
く
災
害
復
旧
三
ヵ
年
計
画
（
一
九
五
一
〜
五
三
）
を
樹
立
・
実

施
し
た
も
の
の
、
投
資
財
源
調
達
の
不
足
の
た
め
、
施
設
復
旧
が
計
画
通
り
進
め
ら
れ

な
か
っ
た
。
そ
の
反
面
、
イ
ン
フ
レ
ー
シ
ョ
ン
が
急
進
す
る
中
、
国
営
炭
の
価
格
引
上

は
低
物
価
政
策
の
一
環
と
し
て
抑
制
さ
れ
て
、
石
炭
公
社
は
経
営
赤
字
を
免
れ
な
か
っ

た
。
そ
れ
の
み
な
ら
ず
、
石
炭
公
社
は
鉱
員
の
賃
金
を
支
払
う
こ
と
さ
え
で
き
ず
、
主

要
炭
鉱
で
ス
ト
ラ
イ
キ
が
起
き
る
状
況
に
陥
っ
た
。
こ
れ
に
対
す
る
緊
急
策
と
し
て
朝

鮮
戦
争
中
に
「
肥
大
化
」
し
た
陸
軍
の
公
社
派
遣
が
政
府
に
よ
っ
て
決
定
さ
れ
た
。
軍

派
遣
を
き
っ
か
け
と
し
て
韓
米
両
国
の
協
調
下
で
石
炭
開
発
五
ヵ
年
計
画
（
一
九
五
六
〜

六
〇
）
が
樹
立
さ
れ
、
増
産
の
面
で
多
く
の
進
捗
が
あ
っ
た
も
の
の
、
公
社
の
経
営
安

定
化
と
い
う
側
面
で
は
問
題
が
多
か
っ
た
。
超
緊
縮
政
策
の
関
係
で
、
石
炭
公
社
に
対

す
る
資
金
調
達
と
炭
価
引
上
が
で
き
な
く
な
っ
た
た
め
、
経
営
赤
字
が
続
き
、
賃
金
未

払
い
な
ど
も
解
決
で
き
な
か
っ
た
。

　

こ
の
よ
う
な
重
要
性
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
既
存
研
究
に
お
い
て
戦
後
石
炭
産
業
に
関

す
る
歴
史
的
分
析
は
皆
無
で
あ
っ
た
。
た
だ
し
、
大
韓
石
炭
公
社
よ
り
『
大
韓
石
炭
公

社
五
十
年
史
』（
ソ
ウ
ル
、
二
〇
〇
一
年
）
が
出
さ
れ
た
の
み
で
あ
る
。
大
韓
石
炭
公
社

（
二
〇
〇
一
）
は
朝
鮮
戦
争
の
衝
撃
に
よ
っ
て
公
社
経
営
が
設
立
直
後
か
ら
行
き
詰
ま
っ

て
賃
金
の
未
払
い
が
続
き
、
鉱
員
の
ス
ト
ラ
イ
キ
が
起
っ
た
た
め
、
軍
部
の
介
入
が
行
わ

れ
た
と
指
摘
し
て
い
る
。
ま
た
そ
の
結
果
と
し
て
生
産
性
が
増
大
し
、
経
営
改
善
の
効

果
が
あ
っ
て
、
公
社
経
営
が
正
常
化
し
た
と
見
、
つ
い
に
は
軍
事
政
権
が
登
場
し
て
か

ら
会
社
経
営
が
安
定
し
た
と
結
論
付
け
た
。
石
炭
産
業
が
復
興
す
る
過
程
で
、
石
炭
公

代
中
ご
ろ
に
完
工
さ
れ
た
石
炭
輸
送
用
鉄
道
網
の
建
設
が
韓
国
石
炭
不
足
を
解
消
す
る

の
に
貢
献
し
た
こ
と
を
明
ら
か
に
し
た
。
原
油
使
用
が
本
格
化
す
る
前
、
数
十
年
に
か

け
て
石
炭
が
韓
国
主
力
エ
ネ
ル
ギ
ー
源
で
あ
っ
た
こ
と
か
ら
、
石
炭
産
業
の
復
興
と
成

長
に
関
す
る
検
討
は
経
済
成
長
の
理
解
に
お
い
て
極
め
て
意
味
深
い
と
思
わ
れ
る
。

　

当
然
、
石
炭
開
発
は
、
ア
メ
リ
カ
の
対
韓
経
済
政
策
の
根
幹
で
あ
っ
た
E
C
A
援

助
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
T
a
s
c
a
報
告
書
に
お
け
る
最
も
重
要
な
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
一
つ
と

し
て
想
定
さ
れ
て
い
た
。
石
炭
需
給
は
一
九
四
四
年
度
に
生
産
七
四
五
万
ト
ン
、
消
費

九
二
六
万
ト
ン
か
ら
四
五
年
に
は
韓
国
の
み
で
あ
る
が
、
各
々
五
五
万
ト
ン
、
六
六
万
ト

ン
へ
と
急
減
し
、
列
車
運
行
が
で
き
な
く
な
る
な
ど
、
韓
国
経
済
は
危
機
的
状
況
に
陥
っ

た5

。
こ
の
深
刻
さ
が
米
軍
政
庁
に
よ
っ
て
認
め
ら
れ
る
と
、
一
九
四
六
年
三
月
に
石
炭
生

産
委
員
会
と
石
炭
鉱
業
資
金
制
度
が
設
け
ら
れ
、
米
軍
政
庁
鉱
務
局
の
炭
鉱
直
営
体
制

が
整
え
ら
れ
る
と
と
も
に
、
朝
鮮
石
炭
配
給
会
社
が
国
営
炭
の
販
売
に
当
っ
た
。
月
間

生
産
量
は
解
放
直
後
（
一
九
四
五
年
九
月
〜
四
六
年
三
月
）
の
六
三
七
三
ト
ン
か
ら
徐
々

に
回
復
し
始
め
、
一
九
四
八
年
四
月
に
は
八
万
四
三
五
一
ト
ン
に
も
達
し
た6

。
そ
れ
に
も

か
か
わ
ら
ず
、そ
れ
に
よ
っ
て
は
と
う
て
い
韓
国
の
石
炭
需
要
が
満
た
さ
れ
ず
、交
通
用・

産
業
用
と
し
て
日
本
か
ら
の
有
煙
炭
輸
入
が
必
要
と
さ
れ
て
い
た
。

　

こ
れ
に
対
し
、
北
朝
鮮
に
対
抗
で
き
る
経
済
力
を
新
生
国
家
の
韓
国
に
持
た
せ
る

た
め
に
計
画
さ
れ
た
ア
メ
リ
カ
の
E
C
A
援
助
で
は
、
江
原
道
の
炭
田
開
発
と
そ
の
運

炭
鉄
道
の
敷
設
が
重
要
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
し
て
策
定
さ
れ
た
。
韓
国
政
府
は
石
炭
増
産

五
ヵ
年
計
画
を
一
九
五
〇
年
に
樹
立
し
、
一
九
四
九
年
一
〇
四
万
四
千
ト
ン
の
石
炭
生
産

を
一
九
五
四
年
に
二
四
九
万
六
千
ト
ン
へ
と
増
や
す
こ
と
を
目
標
と
し
て
実
行
の
段
階
に

入
っ
た7

。
そ
の
担
い
手
と
し
て
、
帰
属
炭
鉱
と
鉱
務
局
と
配
給
会
社
が
統
合
さ
れ
て
大

韓
石
炭
公
社
が
設
立
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。
し
か
し
、そ
こ
で
勃
発
し
た
朝
鮮
戦
争
が
、

復
興
中
の
石
炭
産
業
に
壊
滅
的
な
打
撃
を
加
え
た
た
め
、
石
炭
産
業
は
解
放
直
後
に
比
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四
八
億
ウ
ォ
ン
、
土
建
施
設

二
二
一
億
ウ
ォ
ン
、
機
電
施

設
約
四
四
五
億
ウ
ォ
ン
、
貯

蔵
品
六
六
億
ウ
ォ
ン
で
あ
っ

て
、
機
電
施
設
と
貯
蔵
品
の

被
害
が
大
き
く
、
直
接
的

な
戦
闘
に
よ
る
被
害
よ
り

も
第
二
次
的
被
害
が
甚
だ

し
か
っ
た
の
で
あ
る
。
軌
道

施
設
と
土
建
施
設
に
限
っ
て

被
害
率
を
見
れ
ば
、
半
分

以
上
の
施
設
が
破
壊
さ
れ

て
お
り
、
北
朝
鮮
と
の
地
理

的
距
離
が
近
か
っ
た
江
原
道

地
域
の
炭
鉱
被
害
が
大
き

か
っ
た
。
被
害
総
額
で
は
、

寧
越
炭
鉱
と
長
省
炭
鉱
が

そ
れ
ぞ
れ
二
七
四
億
ウ
ォ

ン
、
一
四
六
億
ウ
ォ
ン
に
達

し
て
最
も
被
害
が
大
き
か
っ

た
が
、
パ
ル
チ
ザ
ン
と
の
交

戦
が
熾
烈
で
あ
っ
た
和
順
で

も
被
害
額
が
少
な
く
な
か
っ

た
。
ま
た
、
人
的
資
源
に
お
い
て
も
、
一
九
四
九
年
か
ら
一
九
五
一
年
に
か
け
て
従
業
員

社
が
果
し
た
役
割
は
い
く
ら
強
調
し
て
も
強
調
し
す
ぎ
る
こ
と
は
な
い
。

　

と
こ
ろ
が
、
軍
部
の
介
入
に
よ
る
増
産
体
制
の
整
備
が
経
営
資
源
の
調
達
と
運
営
そ

し
て
石
炭
の
物
流
と
い
う
観
点
か
ら
総
体
的
に
説
明
さ
れ
な
か
っ
た
。
さ
ら
に
、
社
史

と
し
て
の
制
約
の
た
め
、
軍
部
の
経
営
介
入
が
も
つ
限
界
点
が
、
当
時
韓
国
の
マ
ク
ロ

経
済
政
策
の
運
営
と
の
連
関
で
説
明
で
き
て
い
な
い
。
す
な
わ
ち
、
増
産
の
効
果
が
あ
っ

た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
ど
の
よ
う
な
理
由
で
軍
介
入
が
目
標
と
し
て
い
た
経
営
安
定
化

が
実
現
さ
れ
な
か
っ
た
か
を
説
明
し
て
い
な
い
。
そ
れ
だ
け
で
な
く
、
軍
派
遣
団
の
解

体
に
際
し
て
、
民
営
炭
鉱
と
の
競
争
圧
力
の
下
で
江
原
炭
鉱
の
鄭
寅
旭
社
長
が
新
し
い

総
裁
と
し
て
任
命
さ
れ
、
民
営
炭
鉱
の
経
営
ノ
ウ
ハ
ウ
が
公
社
経
営
に
取
り
入
れ
た
こ

と
が
明
示
的
に
指
摘
さ
れ
て
い
な
い
。
こ
の
よ
う
な
経
営
改
革
の
成
果
が
経
営
改
善
は

も
と
よ
り
、
実
質
賃
金
の
増
加
を
も
た
ら
し
た
こ
と
も
定
量
的
に
評
価
さ
れ
な
か
っ
た
。

　

そ
こ
で
、
本
稿
は
大
韓
石
炭
公
社
の
経
営
内
容
を
中
心
と
し
て
朝
鮮
戦
争
後
の
韓
国

石
炭
産
業
が
戦
災
か
ら
復
興
し
、
い
か
に
し
て
経
済
開
発
を
促
し
た
か
を
分
析
す
る
こ

と
に
よ
っ
て
、
こ
の
時
代
の
持
つ
独
特
な
ダ
イ
ナ
ミ
ズ
ム
、
す
な
わ
ち
低
開
発
国
の
開
発

が
始
ま
る
プ
ロ
セ
ス
の
一
面
を
明
ら
か
に
し
、「
停
滞
の
時
代
」
と
呼
ば
れ
る
一
九
五
〇

年
代
の
イ
メ
ー
ジ8

を
払
拭
し
た
い
。

二
、
朝
鮮
戦
争
と
大
韓
石
炭
公
社
の
設
立

㈠　

大
韓
石
炭
公
社
の
戦
災
復
旧
と
生
産
再
開

　

一
九
五
〇
年
六
月
二
五
日
に
勃
発
し
た
朝
鮮
戦
争
は
、
新
し
い
公
社
体
制
の
下
に
本

格
的
復
興
を
図
ろ
う
と
し
た
石
炭
産
業
に
壊
滅
的
打
撃
を
与
え
た
。
す
べ
て
の
炭
鉱
運

営
は
中
止
さ
れ
、
坑
内
外
の
主
要
施
設
が
破
壊
さ
れ
た
。
そ
の
被
害
状
況
を
調
査
し
て

一
九
五
二
年
三
月
末
の
時
価
で
換
算
し
た
も
の
が
、
表
一
で
あ
る
。
被
害
額
は
坑
道
施
設

表1　国営炭鉱被害状況（1952年3月31日）（単位：百万ウォン、％）

炭　鉱
坑道施設 土建施設 機電施設 貯蔵品

合　計被害額 被害率 被害額 被害率 被害額 被害額社　宅 その他
三陟長省 2,280 86 3,372 60 60 8,547 391 14,590
三陟道渓 159 65 720 60 53 2,511 3,390
寧越 1,673 82 7,848 65 30 15,179 2,700 27,400
咸白 33 58 1,509 55 43 5,882 1,278 8,702
和順 88 38 5,180 100 100 4,771 1,597 11,636
恩城 423 78 577 50 26 1,605 264 2,869
聞慶 132 67 801 100 100 1,095 91 2,119
丹陽 25 90 2,032 90 85 2,784 47 4,888
慶州 14 9 76 100 － 2,101 273 2,464

合　計 4,827 22,115 44,475 6,641 78,058
出所：　韓国銀行『産業総覧』ソウル、1954年3月、29～31頁； 韓国銀行調査部調査役李珍華「炭鉱業 이［が］
　　　　当面한［した］諸問題点과［と］現況」（『石炭社報』第6号、ソウル、1956年11月）、30頁。
注　：　機電施設の被害率は未詳。
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に
、
寧
越
発
電
所
用
炭
を
確
保
し
よ
う
と
し
た
。
し
か
し
、
最
も
被
害
が
甚
だ
し
か
っ

た
和
順
に
つ
い
て
は
、姑
息
な
生
産
促
進
策
が
取
ら
れ
た
だ
け
で
あ
っ
た
。
聞
慶
、丹
陽
、

慶
州
な
ど
の
小
規
模
炭
鉱
と
開
発
初
期
の
咸
白
な
ど
は
復
旧
計
画
に
お
い
て
ほ
と
ん
ど

等
閑
視
さ
れ
た
。
そ
の
た
め
、
三
ヵ
年
計
画
が
終
了
し
た
後
の
一
九
五
四
年
度
復
旧
計

画
で
は
、
小
規
模
炭
鉱
の
復
旧
と
長
省
・
寧
越
地
区
の
坑
外
施
設
の
強
化
が
重
視
す
る

必
要
が
あ
る
と
判
断
さ
れ
た
。

　

こ
う
し
た
計
画
の
下
に
石
炭
公
社
は
一
九
五
一
年
三
月
に
恩
城
炭
鉱
の
坑
道
補
修
に

着
手
し
、
一
九
五
一
年
八
月
ま
で
和
順
、
道
渓
、
寧
越
、
長
省
の
五
大
炭
鉱
に
わ
た
っ
て
、

復
旧
を
始
め
た
。
既
払
込
金
四
〇
億
ウ
ォ
ン
を
活
用
し
、
な
お
E
C
A
当
局
か
ら
機
材

貸
与
を
受
け
る
ほ
か
、
産
業
銀
行
か
ら
運
営
資
金
（
政
府
保
証
）
と
し
て
五
五
億
ウ
ォ

ン
を
借
入
れ
、
そ
の
う
ち
二
九
億
ウ
ォ
ン
を
石
炭
生
産
資
金
と
し
て
投
入
し
、
労
務
者

を
募
集
し
て
作
業
を
開
始
し
た11

。

　

し
か
し
な
が
ら
、
復
旧
工
事
の
た
め
の
資
金
調
達
を
み
れ
ば
、
工
事
が
と
う
て
い
計

画
通
り
に
は
実
現
さ
れ
た
と
い
え
な
い
。
資
本
金
の
残
額
六
〇
億
ウ
ォ
ン
は
一
九
五
二
年

五
月
に
な
っ
て
よ
う
や
く
払
い
込
ま
れ
て
お
り
、
外
部
か
ら
の
設
備
資
金
も
調
達
で
き

ず
、
運
営
資
金
が
蚕
食
さ
れ
た12

。
融
資
確
保
の
遅
れ
は
援
助
資
材
の
調
達
に
お
い
て
も

問
題
を
引
き
起
こ
し
た
。
援
助
資
材
の
調
達
に
は
発
注
か
ら
到
着
ま
で
約
一
年
間
の
時

間
が
か
か
っ
て
お
り
、
援
助
資
材
が
導
入
さ
れ
て
も
、
そ
れ
を
引
き
受
け
る
資
金
が
公

社
の
手
元
に
な
か
っ
た
た
め
、
後
に
な
っ
て
中
間
業
者
か
ら
高
価
で
買
わ
ざ
る
を
得
な

か
っ
た
事
例
す
ら
あ
っ
た
。
し
た
が
っ
て
、戦
災
施
設
の
復
旧
作
業
は
な
か
な
か
捗
ら
ず
、

一
九
五
五
年
九
月
末
の
時
点
で
は
、
坑
道
施
設
は
一
〇
〇
％
復
旧
さ
れ
た
が
、
他
の
施
設

は
機
電
二
五
％
、
土
建
三
二
％
、
貯
蔵
品
三
二
％
の
復
旧
率
を
示
し
、
復
旧
作
業
が
如

何
に
遅
々
と
し
た
も
の
で
あ
っ
た
か
が
わ
か
る13

。

　

と
く
に
、
機
電
や
土
建
部
門
の
復
旧
が
遅
れ
た
こ
と
か
ら
、
採
炭
方
式
は
従
来
の
よ

数
は
一
万
六
四
三
〇
人
か
ら
そ
の
三
分
の
一
の
五
五
八
五
人
へ
と
低
下
し
た
。
そ
の
結
果
、

生
産
量
も
一
〇
四
万
四
一
六
八
ト
ン
か
ら
一
〇
分
の
一
以
下
の
七
万
八
一
七
四
ト
ン
へ
と
急

減
し
た
。
要
す
る
に
、
韓
国
石
炭
産
業
は
解
放
直
後
に
比
べ
て
よ
り
深
刻
な
危
機
的
状

況
に
陥
っ
た
の
で
あ
る
。

　

こ
う
し
た
中
、
公
社
設
立
の
準
備
が
急
速
に
進
み
、
一
九
五
〇
年
一
〇
月
に
許
政
総
裁

以
下
の
重
役
が
任
命
さ
れ
、
十
一
月
に
政
府
出
資
第
一
回
払
込
金
の
四
〇
億
ウ
ォ
ン
が
払

い
込
ま
れ
、
大
韓
石
炭
公
社
が
設
立
さ
れ
た9

。
本
社
に

は
総
務
・
生
産
・
業
務
・
経
理
・
資
材
の
五
部
と
企
画
・

監
査
の
二
室
が
設
置
さ
れ
、
政
府
が
指
定
す
る
重
要
炭

鉱
の
経
営
管
理
と
石
炭
の
生
産
・
加
工
・
分
配
販
売
お

よ
び
そ
の
他
付
帯
事
業
を
担
当
す
る
こ
と
と
な
っ
た
。

し
か
し
、
一
九
五
一
年
一
月
に
中
共
軍
の
介
入
で
ふ
た
た

び
疎
開
が
余
儀
な
く
さ
れ
る
と
、
石
炭
公
社
は
臨
時
本

部
を
釜
山
に
置
い
て
「
帰
属
事
業
体
」（governm

ent-

vested corporation

）
中
に
旧
朝
鮮
石
炭
配
給
会
社
の

み
を
引
き
受
け
て
、
一
九
五
一
年
二
月
よ
り
石
炭
の
需
給

事
業
に
着
手
し
た10

。
そ
の
一
方
、職
制
、会
社
規
程
制
定
、

運
営
基
本
体
制
の
確
立
を
は
じ
め
と
す
る
第
一
お
よ
び

第
二
営
業
年
度
の
事
業
計
画
書
の
編
成
、
各
炭
鉱
と
工

場
の
復
旧
や
整
備
事
務
な
ど
を
進
め
た
。

　

復
旧
作
業
に
当
っ
て
、
石
炭
公
社
は
戦
災
復
旧
三
ヵ
年
計
画
（
一
九
五
一
〜
五
三
年
）

を
作
成
し
た
。
こ
の
計
画
を
総
括
す
る
と
、
約
六
八
〇
億
ウ
ォ
ン
を
も
っ
て
復
旧
作
業

を
行
い
、
施
行
完
了
時
の
一
九
五
三
年
に
年
産
九
二
万
ト
ン
を
達
成
し
よ
う
と
し
た
。
鉱

業
所
別
に
は
三
陟
、
寧
越
な
ど
に
重
点
を
置
い
て
、
石
炭
の
大
量
生
産
を
図
る
と
と
も

表2　戦後復旧計画の年次予算および生産

年度別 復旧予算（億ウォン） 生産計画
（万トン）坑　道 機　電 土　建 合　計

1951年 49.2 33.0 30.7 112.9 24
1952年 89.2 50.3 61.1 200.6 65
1953年 126.2 118.7 123.6 368.5 92
計 264.6 202.0 215.4 682.0 181

出所：李祥圭「炭鉱復旧과［と］開発」（『石炭社報』第1号、1953年2月）、
84頁。
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こ
れ
ら
の
こ
と
か
ら
、
公

社
の
石
炭
生
産
は
一
九
五
一
年

七
万
八
一
七
四
ト
ン
、
五
二
年

四
四
万
三
六
七
〇
ト
ン
、
五
三

年
六
八
万
二
六
〇
〇
ト
ン
と
、

計
画
を
下
回
っ
た
。
そ
の
た
め
、

都
市
部
の
貯
炭
と
、
海
外
か

ら
の
輸
入
炭
お
よ
び
国
連
救
護

炭
が
緊
急
供
給
さ
れ
た
。
鉄

道
運
営
権
が
軍
事
作
戦
の
便

宜
上
国
連
軍
に
移
譲
さ
れ
て

か
ら
は
、
米
軍
の
軍
事
費
で

鉄
道
用
炭
と
し
て
一
九
五
一
年

六
一
万
七
三
〇
二
ト
ン
、
五
二

年
六
九
万
四
五
二
六
ト
ン
、

五
三
年
六
八
万
七
一
五
八
ト
ン

が
輸
入
調
達
さ
れ
た16

。
そ
の
た

め
、
韓
国
内
の
石
炭
消
費
は
朝

鮮
戦
争
の
前
か
ら
そ
の
後
に
か

け
て
急
激
な
減
少
は
な
か
っ
た

と
判
断
で
き
よ
う
（
表
３
）。

㈡　

石
炭
公
社
の
経
営
危
機

　

一
方
、
石
炭
公
社
は
生
産
回
復
の
困
難
だ
け
で
な
く
、
損
益
計
算
書
上
に
も
経
営
危

う
に
労
働
力
を
中
心
と
し
な
れ
け
れ

ば
な
ら
な
か
っ
た
。
と
い
う
も
の
の
、

石
炭
公
社
の
従
業
員
数
は
戦
争
以
前

の
一
九
四
九
年
四
月
事
務
員
二
一
一
八

人
、
坑
内
夫
七
六
〇
四
人
、
坑
外
夫

六
七
〇
六
人
、
合
計
一
万
六
四
二
八

人
か
ら
、
五
一
年
四
月
事
務
員

五
〇
二
人
、
坑
内
夫
二
四
五
二

人
、
坑
外
夫
二
六
三
一
人
、
合
計

五
五
八
五
人
へ
と
三
分
の
一
以
下
へ

と
減
少
し
、
そ
の
翌
年
の
五
二
年
四

月
に
も
事
務
員
四
八
〇
人
、
坑
内
夫

三
一
二
一
人
、
坑
外
夫
二
四
六
一
人
、

合
計
六
〇
六
二
人
の
マ
ン
パ
ワ
ー
を

示
し
、要
員
数
が
絶
対
的
に
少
な
か
っ

た
。
と
く
に
、
技
術
者
を
中
心
と
し

て
北
朝
鮮
へ
の
拉
致
も
あ
っ
た
た
め
、

解
放
以
来
の
技
術
者
の
不
足
が
甚
だ

し
く
な
っ
た14

。
そ
の
上
、
労
働
力
の

流
動
化
も
激
し
く
進
み
、
労
働
者

の
勤
続
年
数
は
一
〜
二
年
が
四
〇
％

で
も
っ
と
も
多
く
、
次
に
三
〜
四
年

二
六
％
、
一
年
未
満
二
二
％
、
十
一
〜

十
五
年
四
％
な
ど
で
あ
っ
た15

。

表3　1950年代における無煙炭の国内生産および有煙炭の輸入（単位：千トン、％）

年度 大韓石炭公社（千トン、炭鉱別構成比％） 民営
炭鉱 総　計 有煙炭

輸入量小　計 長　省 道　渓 咸　白 寧　越 和　順 恩　城
1951 78 3 26 1 30 10 30 84 162 945
1952 444 32 20 - 28 9 11 133 577 949
1953 683 45 18 - 20 8 8 184 867 852
1954 668 42 19 - 21 9 9 221 889 1,131
1955 959 43 18 1 19 10 10 349 1,308 1,337
1956 1,262 41 17 4 17 11 10 553 1,815 1,221
1957 1,520 45 17 4 15 10 8 921 2,441 931
1958 1,461 48 17 5 10 9 10 1,210 2,671 878
1959 2,163 47 17 8 8 10 9 1,973 4,136 72
1960 2,576 50 19 6 6 10 8 2,774 5,350 173

出所：　商工部燃料課『石炭統計』ソウル、1963年版
注　：　これらの無煙炭以外にも海外から輸入された有煙炭消費がある。

表４　1950年代における無煙炭の国内消費（単位：千トン、%）

年 度 運 営 構 成 比（％） 合 計
（千トン）軍 需 官 需 交 通 発 電 産 業 民 需 輸 出

1952
公 社
民 営

18 2 3 40 37
100

357
87

計 14 2 2 32 49 444

1954
公 社
民 営

19 8 2 20 5 42
83

4
17

670
210

計 15 6 2 15 4 52 7 880

1956
公 社
民 営

14 5 10
11

29
1

13 30
88

1,328
526

計 10 3 10 21 9 47 1,853

1958
公 社
民 営

23 4 8
8

28
17

10 26
75

0.04 1,495
1,007

計 14 2 8 24 6 46 0.02 2,502

1960
公 社
民 営

16 4 7
8

20
13

9 44
74 4

2,241
2,581

計 7 2 7 16 4 60 2 4,822
出所：商工部『韓国石炭統計』ソウル、1962年度版。
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と
は
い
え
、
炭
鉱
労
賃
は
一
般
市
場
の
労
賃
に
比
べ
て
極
め
て
低
か
っ
た
た
め
、
そ
の
削

減
は
そ
も
そ
も
不
可
能
で
あ
っ
た
。

　

そ
の
中
で
も
、
輸
送
費
を
含
む
操
作
費
が
大
き
か
っ
た
こ
と
が
注
目
に
値
す
る
。
輸

送
費
の
上
昇
は
基
本
的
に
最
大
の
炭
田
た
る
三
陟
地
区
と
最
大
の
消
費
地
た
る
首
都
圏

を
結
ぶ
運
炭
鉄
道
が
建
設
さ
れ
て
い
な
か
っ
た
か
ら
で
あ
っ
た
。
そ
の
た
め
、
三
陟
炭
は

い
っ
た
ん
鉄
岩
・
墨
湖
間
の
三
陟
鉄
道
を
利
用
し
て
墨
湖
港
ま
で
運
ば
れ
た
あ
と
、
そ

こ
か
ら
釜
山
あ
る
い
は
仁
川
ま
で
海
送
さ
れ
た
。
し
た
が
っ
て
、
輸
送
費
の
縮
小
も
重

要
で
あ
る
が
、
一
方
、
輸
送
不
調
は
資
本
回
転
に
も
支
障
を
生
じ
さ
せ
た
。
資
本
回
転

率
に
注
目
す
れ
ば
、
一
九
五
一
年
に
〇・八
四
で
あ
っ
た
も
の
が
、
一
九
五
四
年
に
〇・九
一

へ
と
若
干
上
昇
し
た
も
の
の
、
ま
だ
一
年
一
回
の
回
転
も
で
き
な
か
っ
た 

。
同
時
期
の
日

本
の
場
合
、
韓
国
の
三
倍
で
あ
る
二・五
に
も
達
し
た
。

　

こ
う
し
て
生
産
原
価
が
膨
ら
ん
で
い
た

反
面
、
営
業
収
益
に
直
接
つ
な
が
る
販
売

価
格
は
低
物
価
政
策
の
た
め
、政
府
に
よ
っ

て
法
定
価
格
と
し
て
統
制
さ
れ
た
。
官
営

料
金
の
国
家
的
統
制
は
全
般
的
統
制
価
格

が
確
立
さ
れ
た
あ
と
こ
そ
そ
の
効
果
を
期

待
で
き
る
が
、
価
格
構
成
要
素
に
対
す
る

査
定
が
適
正
に
行
わ
れ
ず
、
統
制
の
困
難

な
輸
送
お
よ
び
荷
役
費
ま
で
も
含
ん
で
一

律
的
に
決
定
さ
れ
た18

。
し
か
も
、
炭
価
引

上
げ
案
を
石
炭
公
社
が
出
し
て
も
、
主
務

官
↓
国
務
会
議
↓
国
会
を
経
由
し
て
議
決

さ
れ
る
ま
で
、
相
当
の
時
日
を
要
し
た
た

機
に
直
面
せ
ざ
る
を
得
な
か
っ
た
。
戦

時
イ
ン
フ
レ
の
進
行
に
よ
っ
て
生
産
要

素
に
お
け
る
購
買
価
格
が
引
き
上
げ
ら

れ
、
生
産
原
価
の
上
昇
を
も
た
ら
し
た

の
で
あ
る
。
韓
国
経
済
は
朝
鮮
戦
争
に

入
っ
て
か
ら
戦
費
と
な
る
国
連
軍
貸
与

金
が
全
通
貨
発
行
高
の
八
〇
％
を
占
め

て
急
激
に
増
加
し
、
休
戦
後
も
軍
事
力

強
化
と
戦
災
復
興
の
た
め
、
さ
ら
に
通

貨
量
が
伸
び
て
、
イ
ン
フ
レ
を
免
れ
な

か
っ
た
。
そ
の
た
め
、
採
炭
過
程
に
お

い
て
主
な
生
産
要
素
の
鉄
材
、
火
薬
類
、

坑
木
、
石
油
類
、
電
気
な
ど
の
価
格

上
昇
を
一
九
五
二
年
八
月
か
ら
五
四
年

一
〇
月
に
か
け
て
見
れ
ば
、
そ
の
殆
ん

ど
が
二
倍
以
上
上
昇
し
て
お
り
、
火
薬

類
の
場
合
二
六
〇
％
も
上
昇
し
た
。
そ

の
ほ
か
、
炭
鉱
労
賃
の
指
数
も
五
二
年

十
二
月
の
二
二
三
八
か
ら
五
四
年
十
二

月
に
五
四
三
〇
へ
と
倍
増
し
た
。
こ
れ

ら
の
要
素
価
格
の
急
増
が
表
五
の
よ
う

に
生
産
原
価
の
上
昇
を
も
た
ら
し
た
こ

と
は
言
う
ま
で
も
な
い
。
原
価
構
成
に

お
い
て
人
件
費
の
比
重
が
大
き
か
っ
た

表５　石炭公社の石炭販売トン当り原価（単位：トン当りファン）
費目別 1951年度 ％ 1953年9月末 ％ 1954年3月末 ％ 1955年2月15日 ％
人件費 549.3 48.4 870.0 39.0 1,160.0 28.2 1,906.1 33.3
物品費 202.5 17.8 400.0 17.9 653.0 15.9 638.9 11.2
諸費 153.2 13.5 150.0 6.7 317.0 7.7 361.4 6.3

山元原価 905.0 79.7 1,420.0 63.7 2,130.0 51.8 2,906.4 50.8
一般管理費 144.1 12.7 210.0 9.4 198.0 4.8 262.0 4.6
販売減損 50.0 2.2 134.0 2.3
原価償却費 80.0 3.6 91.0 2.2 38.1 0.7
控除額 249.0 6.1
輸送費 86.5 7.6 470.0 21.1 1,445.0 35.1 2,378.0 41.6
合計 1,135.6 100.0 2,230.0 100.0 4,113.0 100.0 5,718.5 100.0

出所： 李珍華「炭鉱業 이［が］当面한［した］諸問題点과［と］現況」48頁。
注 ：1953年の通貨改革によって貨幣単位は100：1で平価切下げられ、ウォンかファンに変わった。
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注　：個別価格指数／一般物価指数× 100 

図１　対物価比の推移
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資
金
運
営
も
苦
し
く
な
ら
ざ
る
を
え
ず
、
資
産
面
で
固
定
資
産
と
流
動
資
産
の
比
率
が

十
六
対
八
四
、
負
債
面
で
は
自
己
資
本
と
他
人
負
債
の
比
率
が
十
八
対
八
二
と
な
っ
た
。

つ
ま
り
、
自
己
資
本
や
固
定
資
産
の
比
率
が
と
て
も
低
く
、
装
備
産
業
で
あ
っ
た
炭
鉱

業
と
し
て
は
経
営
状
況
が
き
わ
め
て
脆
弱
で
あ
っ
た
こ
と
が
わ
か
る
。
そ
し
て
積
立
金

と
繰
越
利
益
金
が
少
し
も
な
か
っ
た
こ
と
は
言
う
ま
で
も
な
い
。
こ
う
し
た
資
金
難
を

緩
和
す
る
た
め
、
一
九
五
五
年
二
月
十
一
日
に
は
産
業
金
融
債
券
を
担
保
と
し
、
石
炭

公
社
に
六
億
フ
ァ
ン
の
運
営
資
金
が
緊
急
調
達
さ
れ
た
よ
う
に
、
韓
国
産
業
銀
行
か
ら

の
政
府
保
証
金
融
や
緊
急
債
務
充
当
融
資
が
た
び
た
び
行
わ
れ
た
。
こ
う
し
て
、
石
炭

公
社
は
資
金
難
に
陥
っ
て
、
事
業
経
営
が
挫
折
し
、
政
府
保
証
融
資
を
得
て
か
ろ
う
じ

て
経
営
を
続
け
る
状
態
と
な
っ
た
。
要
す
る
に
、
政
府
政
策
、
公
社
体
制
、
産
業
水
準
、

マ
ク
ロ
経
済
な
ど
様
々
な
要
因
が
絡
み
合
っ
て
、
経
営
危
機
が
現
実
化
し
た
の
で
あ
る
。

　

こ
の
よ
う
な
経
営
危
機
に
対
す
る
内
外
の
批
判
が
高
ま
っ
た
。
休
戦
協
定
を
前
提
に

ア
メ
リ
カ
大
統
領
特
別
使
節
団
（
団
長
タ
ス
カ
博
士
）
が
来
韓
し
、
韓
国
経
済
復
興
案

で
あ
る
『
韓
国
経
済
の
強
化
』
を
纏
め
て
、
そ
れ
が
N
S
C
に
お
い
て
採
択
さ
れ
、「
経

済
再
建
お
よ
び
財
政
安
定
化
計
画
に
関
す
る
合
同
経
済
委
員
会
協
定
」（
一
九
五
三
年

十
二
月
十
四
日
）が
締
結
さ
れ
た20

。
こ
う
し
た
中
、経
済
復
興
の
カ
ギ
と
な
る
エ
ネ
ル
ギ
ー

産
業
に
関
連
し
、
生
産
回
復
の
遅
れ
や
経
営
の
赤
字
を
理
由
に
石
炭
公
社
の
民
営
化
が

議
論
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。
他
方
で
は
、
鉱
員
ら
の
生
活
困
難
が
甚
だ
し
か
っ
た
に
も

か
か
わ
ら
ず
、
賃
金
す
ら
遅
払
い
が
半
年
も
続
く
と
、
石
炭
鉱
労
組
連
合
会
は
五
四
年

一
〇
月
に
労
賃
一
〇
〇
％
引
上
げ
と
遅
払
い
労
賃
の
支
払
を
要
求
す
る
労
働
争
議
を
通

告
し
た
。し
か
し
、石
炭
公
社
は
何
の
反
応
を
示
さ
な
か
っ
た
た
め
、十
二
月
二
日
に
道
渓
、

寧
越
、恩
城
、和
順
の
四
炭
鉱
で
約
七
〇
〇
〇
人
が
四
八
時
間
ス
ト
ラ
イ
キ
を
敢
行
し
た
。

初
め
て
の
ス
ト
ラ
イ
キ
を
受
け
た
石
炭
公
社
は
、や
む
を
得
ず
、賃
金
支
払
い
と
と
も
に
、

一
九
五
五
年
一
月
よ
り
五
四
％
の
賃
金
引
上
げ
を
実
施
す
る
と
約
束
し
た
。

め
、
イ
ン
フ
レ
に
効
果
的
に
対

応
で
き
る
弾
力
的
な
引
上
は

ほ
と
ん
ど
不
可
能
で
あ
っ
た
。

　

し
た
が
っ
て
、
国
営
炭
価
は

物
価
上
昇
に
追
い
つ
か
ず
、
赤

字
経
営
を
避
け
ら
れ
な
か
っ

た
（
図
一
と
表
六
）19
。
た
と
え

ば
、
一
九
五
四
年
三
月
に
生
産

原
価
が
四
一
一
三・〇
フ
ァ
ン
で

あ
っ
た
の
に
対
し
、
販
売
価
格

二
〇
〇
〇・
〇
フ
ァ
ン
に
過
ぎ

な
か
っ
た
た
め
、
石
炭
を
掘
っ

て
売
れ
ば
売
る
ほ
ど
、
赤
字
が

出
る
構
造
と
な
っ
て
い
た
。
そ

の
結
果
、
経
営
悪
化
は
も
ち

ろ
ん
、
年
々
赤
字
の
規
模
が

大
き
く
な
っ
た
。
一
九
五
〇
年

と
五
一
年
に
は
若
干
の
黒
字

経
営
を
実
現
し
た
が
、
生
産

再
開
が
本
格
化
し
た
五
二
年

に
三
万
五
一
三
九
万
フ
ァ
ン
に

達
す
る
欠
損
を
出
し
て
以
来
、

赤
字
経
営
が
一
九
五
七
年
に
な

る
ま
で
続
い
た
。
そ
の
た
め
、

表６　石炭公社の経営収支（単位：万ファン）

年　度 売 上 高 売上原価 一般管理
・販売費 営業利益 営業外収益 営業外費用 当期純利益

1950 402 224 70 -12 36 24
1951 21,229 18,571 2,651 77 102 169 10
1952 53,888 79,624 6,958 -32,694 110 2,555 -35,139
1953 149,843 154,871 16,071 -21,099 786 3,978 -24,291
1954 336,978 337,860 26,611 -27,493 3,062 10,383 -34,814
1955 920,713 907,116 75,786 -62,189 51,640 38,357 -48,906
1957 1,222,019 1,086,768 93,327 41,924 50,200 34,319 57,805
1958 1,232,413 1,118,172 95,982 18,259 26,114 42,250 2,123
1959 1,767,470 1,536,210 134,437 96,823 3,277 43,709 56,391
1960 2,139,846 1,966,321 153,899 19,626 71,747 58,104 33,269

出所：大韓石炭公社『経営統計』ソウル、1963年4月、42-43頁。
注　：１．1950、51年度営業利益の算出には誤算があるものの、そのままにする。
　　　２．1950年度は50年11月～51年3月（5ヵ月）。51～53年度は当年4月-翌年3月（12ヵ月）。54年度は54年4月～55
　　　　　年6月（15ヵ年）。55年度は55年7月～56年12月（18ヵ年）。それ以降の各年度は当年1月～当年12月（12ヵ年）。
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営
資
金
の
枯
渇
」、
②
「
生
産
を
下
回
る
石
炭
輸
送
の
不
振
、
重
要
生
産
財
お
よ
び
消
費

財
の
輸
送
不
振
、
そ
の
貯
蔵
量
の
逼
迫
」、
③
「
石
炭
公
社
本
社
と
傘
下
事
業
所
と
の
連

絡
網
の
不
調
和
や
通
信
施
設
の
不
備
」で
あ
る
。
こ
れ
ら
の
隘
路
に
対
し
、①
資
材
確
保
、

②
電
力
確
保
、
③
資
金
難
の
緩
和
、
④
労
務
者
の
生
活
向
上
、
⑤
生
産
増
強
、
⑥
輸
送

力
増
強
、
⑦
鉄
道
用
マ
セ
ッ
ク
練
炭
代
替
の
促
進
と
い
う
支
援
目
標
を
掲
げ
た26

。
と
は

い
え
、
こ
れ
ら
の
目
標
は
韓
国
側
の
努
力
の
み
で
は
達
成
で
き
な
い
と
考
え
ら
れ
た
。

　

そ
の
た
め
、
金
一
換
中
将
は
軍
派
遣
団
業
務
を
開
始
し
た
当
日
の
一
九
五
四
年
十
二
月

二
八
日
、
経
済
調
整
官C. T

yler W
ood

と
Ｕ
Ｎ
Ｋ
Ｒ
Ａ
団
長Jhon. B. Coulter

を
訪

ね
て
、
相
互
緊
密
な
協
力
を
要
請
し
た27

。
そ
の
結
果
、
五
五
年
二
月
三
日
に
韓
米
合
同

大
韓
石
炭
公
社
運
営
対
策
委
員
会
（
以
下
、
運
営
委
員
会
）
が
設
置
さ
れ
た
。
そ
の
下

に
輸
送
分
科
委
員
会
、
運
営
分
科
委
員
会
、
財
政
分
科
委
員
会
が
設
置
さ
れ
た
。
運
営

委
員
会
に
は
Ｆ
Ｏ
Ａ
、
Ｕ
Ｎ
Ｋ
Ｒ
Ａ
、
Ｋ
Ｃ
Ａ
Ｃ
、
３
ｒ
ｄ 

Ｔ
Ｒ
Ｃ
、
Ｋ
ｃ
ｏ
ｍ
Ｚ
の
担

当
者
が
参
加
し
、
韓
国
側
の
石
炭
公
社
、
商
工
部
、
財
務
部
、
復
興
部
、
交
通
部
、
韓

国
銀
行
、産
業
銀
行
、軍
派
遣
団
と
の
協
議
を
行
っ
た28

。
運
営
委
員
会
の
活
動
に
当
っ
て
、

ア
メ
リ
カ
側
は
五
大
鉱
業
所
（
長
省
、
道
渓
、
寧
越
、
和
順
、
恩
城
）
を
中
心
と
す
る

短
期
的
増
産
プ
ロ
グ
ラ
ム
や
、
長
期
に
わ
た
る
開
発
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
区
分
し
、
①
炭
鉱

技
術
顧
問
会
社
の
技
術
指
導
、
②
三
陟
、
和
順
、
磨
差
里
（
寧
越
）、
咸
白
炭
鉱
の
優

先
的
復
旧
お
よ
び
開
発
、
③
栄
岩
線
の
建
設
、
④
追
加
的
運
炭
車
両
お
よ
び
練
炭
製
造

設
備
の
確
保
な
ど
に
重
点
を
置
く
こ
と
に
し
た29

。
そ
の
一
環
と
し
て
Ｕ
Ｎ
Ｋ
Ｒ
Ａ
は
技
術

顧
問
会
社
に
イ
ギ
リ
ス
系
のPow

ell D
uffryn T

echnical Service Ltd

（
以
下
、
Ｐ

Ｄ
Ｔ
Ｓ
）
を
選
定
し
た30

。

　

運
営
委
員
会
は
一
九
五
五
年
三
月
十
日
ま
で
七
回
に
わ
た
っ
て
実
態
調
査
と
運
営
方

法
の
再
検
討
を
実
施
す
る
と
同
時
に
、
石
炭
生
産
五
ヵ
年
計
画
の
確
立
と
そ
れ
に
伴
う

す
べ
て
の
問
題
を
検
討
し
た
。
三
つ
の
分
科
委
員
会
が
十
八
回
に
わ
た
っ
て
会
議
を
開
い

し
か
し
、
政
府
は
現
経
営
陣
に
よ
っ
て
は
経
営
危
機
を
乗
り
越
え
な
い
と
判
断
し
、
陸

軍
の
派
遣
を
決
定
し
た
。

三
、
軍
派
遣
団
の
支
援
と
石
炭
復
興

㈠　

軍
派
遣
団
の
派
遣
と
石
炭
生
産
５
ヵ
年
計
画

　

李
承
晩
大
統
領
は
一
九
五
四
年
十
二
月
二
七
日
に
金
一
換
中
将
、
高
白
圭
准
将
ら
に

炭
鉱
の
状
況
と
労
務
者
の
生
活
そ
し
て
財
政
を
調
査
し
、
石
炭
開
発
と
鉄
道
建
設
を
支

援
す
る
よ
う
命
令
し
た21

。
こ
の
背
景
に
は
タ
ス
カ
報
告
書
で
も
わ
か
る
よ
う
に
、
韓
国

軍
が
戦
争
を
経
過
し
な
が
ら
ア
メ
リ
カ
冷
戦
戦
略
の
下
で
急
激
に
成
長
し
た
と
い
う
事

実
が
あ
る
。
戦
争
前
に
は
総
兵
力
一
〇
万
人
に
も
達
し
な
か
っ
た
韓
国
軍
は
、
戦
争
直

後
六
〇
万
人
を
超
え
る
大
兵
力
と
な
っ
て
お
り
、
年
間
国
家
財
政
の
半
分
に
達
す
る
巨

額
の
予
算
を
使
い
、
さ
ら
に
毎
年
ア
メ
リ
カ
よ
り
四
億
ド
ル
と
い
う
巨
額
の
武
器
お
よ

び
軍
需
品
の
供
与
を
受
け
て
い
た22

。
低
開
発
国
家
で
あ
っ
た
韓
国
経
済
に
比
べ
て
奇
形

的
に
肥
大
化
し
た
軍
部
と
い
う
存
在
自
体
が
戦
時
体
制
の
遺
産
で
あ
っ
た
。
こ
れ
は
、

軍
部
が
当
時
と
し
て
は
相
当
高
い
水
準
の
行
政
能
力
を
保
有
す
る
と
同
時
に
、
多
様
な

人
的
物
的
資
源
を
確
保
し
て
い
た
こ
と
を
意
味
す
る
。
こ
の
よ
う
な
軍
部
は
李
大
統
領

の
命
令
を
き
っ
か
け
と
し
て
経
済
建
設
に
直
接
介
入
し
、
一
九
五
七
年
八
月
八
日
に
撤

収
す
る
ま
で
の
二
年
九
ヵ
月
間
、
延
人
員
二
二
万
人
と
ト
ラ
ッ
ク
（
延
運
行
一
万
一
千
両
）

や
コ
ン
プ
レ
ッ
サ
ー
な
ど
を
動
員
し
て
石
炭
開
発
を
支
援
す
る
こ
と
と
な
っ
た23

。

　

軍
派
遣
団
は
金
一
換
中
将
を
団
長
と
し
て
そ
の
隷
下
に
行
政
・
技
術
・
現
場
の
三
人

の
次
官
、
総
務
・
業
務
・
技
術
の
三
人
の
派
遣
官
、
一
人
の
行
政
官
を
置
い
て
、
各
炭
鉱

お
よ
び
工
場
に
派
遣
官
を
配
置
し
た24

。
派
遣
団
は
石
炭
公
社
が
三
つ
の
問
題
を
抱
え
て

い
る
こ
と
を
把
握
し
た25

。
①
「
累
積
し
た
企
業
赤
字
問
題
と
労
賃
遅
払
お
よ
び
企
業
運
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産
計
画
に
よ
れ
ば
、
毎
年
の
増
産
率
は
一
九
五
七
年
三
一
％
、
五
八
年
三
三
％
、
五
九

年
二
七
％
、
六
〇
年
二
一
％
に
達
す
る
と
推
計
し
、
生
産
量
が
一
九
五
六
年
の

一
六
一
万
四
千
ト
ン
か
ら
五
年
後
の
一
九
六
〇
年
に
は
二
六
二
％
増
え
て
四
三
三
万
三
千

ト
ン
に
な
る
と
想
定
さ
れ
た
。
炭
鉱
運
営
別
に
は
石
炭
公
社
と
中
小
炭
鉱
の
生
産
量
を

そ
れ
ぞ
れ
二
四
五
％
、
五
〇
三
％
増
産
さ
せ
る
ほ
か
、
国
営
炭
鉱
の
払
下
や
新
規
開
発

を
同
時
に
推
進
す
る
こ
と
に
し
た
。
総
予
算
は
外
資
三
〇
九
〇
万
ド
ル
（
＝
約
一
〇
八
億

フ
ァ
ン
）、
国
内
資
金
一
六
〇・四
億
フ
ァ
ン
に
達
し
た
。
そ
の
う
ち
、
国
営
炭
鉱
に
外
資

の
六
三
％
と
内
資
の
五
四
％
が
集
中
さ
れ
て
お
り
、
次
に
既
存
の
民
営
炭
鉱
に
そ
れ
ぞ

れ
二
六
％
と
三
二
％
が
配
分
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。
払
下
炭
鉱
と
新
規
開
発
炭
鉱
に

対
し
て
は
残
り
の
資
金
が
投
入
さ
れ
る
と
計
画
さ
れ
た
。
そ
の
ほ
か
、
鉄
道
用
と
し
て

年
間
七
〇
〜
八
〇
万
ト
ン
に
達
す
る
瀝
青
炭
を
日
本
よ
り
輸
入
し
た
の
に
対
し
、
鉄
道

用
マ
セ
ッ
ク
練
炭
製
造
計
画
が
立
て
ら
れ
、
一
九
五
六
年
か
ら
六
〇
年
に
か
け
て
マ
セ
ッ

ク
練
炭
生
産
量
を
二
〇
万
ト
ン
か
ら
九
八
万
ト
ン
に
増
や
し
、
八
三
九
二
万
五
六
〇
〇

ド
ル
の
外
貨
を
節
約
し
、
こ
の
外
貨
で
鉄
道
建
設
用
資
材
、
機
関
車
、
貨
車
な
ど
を
導

入
し
よ
う
と
し
た33

。

　

こ
の
五
ヵ
年
計
画
が
成
功
す
る
よ
う
運
営
委
員
会
は
そ
の
先
決
条
件
を
整
え
る
こ
と

を
韓
国
政
府
だ
け
で
な
く
、
援
助
担
当
の
K
C
A
C
、
U
N
K
R
A
、
F
O
A
に
建
議

し
た
（
表
八
）34
。
公
社
経
営
に
直
接
関
連
す
る
主
要
事
項
を
み
る
と
、
石
炭
生
産
計
画
を

実
行
で
き
る
充
分
な
資
金
を
配
分
す
る
よ
う
建
議
し
た
。
輸
入
資
材
の
購
入
に
使
わ
れ

る
見
返
り
資
金
予
算
は
、
F
O
A
、
U
N
K
R
A
お
よ
び
韓
国
政
府
が
相
互
協
議
し
て

策
定
す
る
こ
と
と
決
定
さ
れ
た
。
な
か
で
も
、
石
炭
公
社
の
資
金
難
に
つ
い
て
自
己
資

金
の
強
化
が
提
議
さ
れ
た
。
財
務
分
科
委
員
会
は
資
本
金
一
億
四
〇
〇
〇
万
フ
ァ
ン
の

増
資
を
決
定
し
て
総
資
本
金
を
二
億
万
フ
ァ
ン
に
拡
充
す
る
と
と
も
に
、
総
融
資
額
の

一
部
で
も
至
急
償
還
し
て
金
融
費
用
を
減
ら
し
、
そ
の
代
わ
り
に
特
別
融
資
を
実
施
す

た
が
、
財
政
分
科
委
員
会
は
石
炭
公
社
の
財
政
問
題
を
議
論
す
る
た
め
一
九
五
五
年
二

月
三
日
よ
り
三
月
九
日
に
か
け
て
毎
日
開
か
れ
た
。
と
く
に
、
李
大
統
領
が
年
間
国
内

石
炭
生
産
量
を
四
〇
〇
万
ト
ン
へ
と
増
産
す
る
と
い
う
大
量
生
産
計
画
の
策
定
を
金
一

換
中
将
に
命
令
す
る
と
、
P
D
T
S
の
技
術
陣
の
協
力
を
得
て
、
運
営
委
員
会
は
大
韓

石
炭
公
社
の
諸
炭
鉱
に
関
す
る
「
一
九
五
五
〜
一
九
六
〇
年
間
石
炭
生
産
計
画
書
」
を

検
討
し
、
そ
の
実
施
を
決
定

し
た31

。

　

計
画
の
内
容
を
見
れ

ば
、
ア
メ
リ
カ
の
経
済
援

助
と
復
興
事
業
が
進
め
ら

れ
る
に
従
っ
て
、
韓
国
の
エ

ネ
ル
ギ
ー
需
要
は
急
増
す

る
と
予
測
さ
れ
た
。
そ
の

な
か
、
鉄
道
用
マ
セ
ッ
ク

練
炭32

に
よ
る
輸
入
炭
代
替
、

火
力
発
電
所
の
増
設
、
肥

料
工
場
お
よ
び
セ
メ
ン
ト

工
場
の
新
設
な
ど
に
よ
っ

て
、
石
炭
需
要
は
一
九
五
六

年
に
二
〇
五
万
四
千
ト
ン

か
ら
六
〇
年
に
か
け
て

四
三
三
万
三
千
ト
ン
へ
と
急

増
す
る
と
予
測
さ
れ
た
（
表

七
）。
こ
れ
に
対
す
る
生

表７　五ヵ年年次別の無煙炭需給計画表（1955年6月1日、商工部案、単位：トン）

区　分 需要部門別 需要予測量（年度別）
1956 1957 1958 1959 1960

需要面

発電用 327,000 708,000 768,000 768,000 768,000
交通用 260,000 400,000 530,000 650,000 770,000
軍官需用 240,000 240,000 260,000 280,000 300,000
練炭用 80,000 120,000 150,000 180,000 200,000
民需用 724,000 750,000 1,022,000 1,300,000 1,500,000
輸出用 120,000
その他 423,400 443,600 590,000 671,600 675,000
合計 2,054,400 2,661,600 3,320,000 3,849,600 4,333,000

供給面
生産・
供給
計画量

石公
中小炭鉱

1,092,000 1,362,000 1,770,000 2,160,000 2,640,000
522,000 754,000 1,057,000 1,426,000 1,693,000

計 1,614,000 2,116,000 2,827,000 3,586,000 4,333,000
過不足量 －440,400 －545,600 －493,000 －263,600 0
出所：石公総務部長李賢在「石炭鉱業의［の］資金回転規策」（『石炭社報』第4号、1955年
　　　11月）、36-37頁。
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る
こ
と
を
建
議
し
た
。
次
に
、
公
正
価
格
と
し
て
の
性
格
の
強

い
国
営
炭
価
の
策
定
を
改
善
す
る
こ
と
を
提
議
し
た
。
そ
の
ほ

か
、
石
炭
生
産
計
画
に
応
じ
ら
れ
る
電
力
と
輸
送
能
力
を
充

分
に
確
保
す
る
こ
と
を
要
請
し
た
。
と
く
に
、
交
通
部
に
対
し

て
は
石
炭
増
産
に
必
要
な
路
線
お
よ
び
施
設
を
増
設
し
、
さ
ら

に
咸
白
炭
田
へ
の
新
し
い
鉄
道
支
線
を
敷
設
す
る
こ
と
を
要
請

し
た
。

　

以
上
の
よ
う
に
、韓
米
運
営
委
員
会
の
下
に
石
炭
公
社
の「
自

家
収
支
均
衡
の
確
立
」
対
策
と
と
も
に
、
石
炭
生
産
五
ヵ
年

計
画
が
立
て
ら
れ
る
と
、
軍
派
遣
団
は
公
社
経
営
に
直
接
介

入
し
、
経
営
改
善
に
取
り
組
ん
だ35

。

㈡　

炭
鉱
開
発
と
増
産
体
制
の
確
立

　

軍
派
遣
団
は
外
部
か
ら
の
経
営
資
源
の
調
達
、
採
炭
過
程

へ
の
経
営
資
源
の
投
入
、
消
費
地
ま
で
の
生
産
石
炭
の
輸
送
と

い
う
石
炭
公
社
の
経
営
全
般
に
関
与
し
た
。
生
産
拡
大
と
輸

送
強
化
を
図
る
こ
と
に
よ
っ
て
生
産
原
価
を
低
下
さ
せ
、
さ
ら

に
管
理
の
徹
底
化
を
進
め
、
究
極
的
に
は
経
営
収
支
の
均
衡

を
達
成
し
よ
う
と
し
た
の
で
あ
る
。

　

ま
ず
、
組
織
外
部
か
ら
の
経
営
資
源
の
確
保
に
注
力
し
た
。

陸
軍
の
貨
物
自
動
車
（
G
M
C
）
四
〇
〜
五
〇
両
を
各
炭
鉱
に

配
置
し
、坑
木
、火
薬
、援
助
機
材
、
食
糧
な
ど
の
輸
送
を
行
っ

た
。
そ
の
結
果
、
平
均
一
週
間
分
〜
二
ヵ
月
分
に
過
ぎ
な
か
っ

た
重
要
資
材
の
在
庫
が
、
一
〇
ヵ
月
後
に
は
平
均
三
ヵ
月
分
へ

表８　韓米合同大韓石炭公社運営対策委員会の建議事項（1955年3月）
件　　　名 対　　　　策 該当部署

韓国
政府

1．新炭価策定 財政法改正 商工、財務部
2．増資 石公資本金の140億ファン増資 商工、財務部
3．現鉱区・帰属財産所有権移譲 石公法改定 商工、財務部
4．咸白鉱権決定 石公名義で鉱業権の登録 商工、財務部
5．運営緊急資金調達 現物出資手続 商工、法務、財政部
6．運営資金融資制度確立 季節資金 財務部、金通委員会
7．坑木確保 伐木許可制限 農林部

石公

1．緊急資材費確保（外資含み） 軍援ドル札傘下 商工部、韓国銀行
2．鉱山別細分開発計画作成 UNKRA資材導入促進 商工部
3．期別生産目標量樹立・完遂 賞与制度実施、生産責任制度実施
4．咸白鉱権決定促進 鉱業権登録 商工、法務部
5．人事および賃金制度の改善 ①労賃政策の確立、②社宅促進、徴兵免除、③採

鉱夫の技術向上、④坑内夫の待遇改善、⑤作業能
率向上のための規程作成、⑥時間外労働規定

国防、内務、文教部

FOA
・
UN
KRA

1．施設資金 施設資金確保 FOA、UNKRA
2．援助資金 1,287,000,000ファン FOA、UNKRA
3．UNKRA技術援助 中小炭鉱開発資金確保　27,400,000ドル

継続的な技術援助
FOA、UNKRA

韓国
政府
・
国連

1．電力確保 発電施設の強化 商工部、KCAC
2．輸送能力確保 鉄道建設補強計画樹立および実行と船舶確保 商工部、KCAC
3．輸入炭価策定 国産炭価より高率と策定。二十種類価格の一元化 商工部、FOA
4．物動資金計画作成 所要資材明細表と資金計画作成 商工部,石公,UNKRA
5．建議事項成果評価 定期会議の招集と検討

出所：石公総務部派遣官・陸軍中佐金鳳泰「石公을［を］支援하기 위한 ［するための］陸軍의［の］支援現況과 그［と
　　 その］効果에 대하여［について］」（『石炭社報』第3号、1955年4月）、31頁。

表9　炭鉱重要資材現況表（単位：1千ファン）
前年度12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 計

購入額 1954年
1955年

23,723
30,839

28,875
46,669

28,875
60,608

28,875
45,607

21,388
43,664

24,457
99,158

28,970
108,665

24,810
147,533

48,684
92,859

18,068 23,582 65,443 365,750

増加率（％） 130 162 210 158 204 405 375 595 191
出所：「軍派遣団支援中間報告書」（『石炭社報』第4号、1955年11月）、56頁。
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め
る
た
め
、
鉱
員
の
待
遇
改
善
を
図
っ
た
。
も
ち
ろ
ん
、
賃
金
の
引
上
が
も
っ
と
も
優

先
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
が
、
そ
れ
に
は
炭
価
を
調
整
せ
ざ
る
を
え
な
い
た
め
、
フ
リ
ン
ジ

ベ
ネ
フ
ィ
ッ
ト
を
強
化
し
た39

。

　

ま
ず
、
食
糧
問
題
を
解
決
す
る
た
め
、
食
糧
三
三
〇
〇
叺
、
タ
バ
コ
一
〇
万
箱
を
配

給
し
た
。
厚
生
事
業
と
し
て
自
活
農
場
の
経
営
、
家
畜
奨
励
な
ど
を
始
め
た
。
次
に
、

軍
作
業
服
一
万
八
〇
〇
〇
着
（
一
八
〇
〇
万
フ
ァ
ン
相
当
）
を
無
償
支
給
し
た
あ
と
、
月

一
人
当
り
綿
布
二
〇
〇

を
「
賞
与
制
」
と
し
て
無
償
支
給
し
た
。
冬
季
に
入
る
と
、

軍
よ
り
毛
布
七
〇
〇
〇
枚
と
冬
下
着
八
〇
〇
〇
着
が
労
務
者
に
無
償
供
給
さ
れ
た
。
第

三
に
、
軍
派
遣
団
は
労
務
者
社
宅
一
七
五
戸
を
補
修
し
た
。
第
四
に
、
医
療
機
関
の
支

援
が
実
施
さ
れ
た
。
各
鉱
業
所
に
医
師
一
人
ず
つ
配
置
し
て
附
属
病
院
を
請
負
制
で
運

営
し
て
き
た
が
、
こ
れ
を
一
九
五
五
年
十
二

月
二
一
日
に
直
轄
制
に
改
め
る
と
同
時
に
、

病
院
建
物
を
増
築
し
た40

。
第
五
に
、
学
校
の

増
築
な
ど
を
行
い
、
子
女
の
教
育
環
境
を
改

善
し
た
。
こ
れ
ら
の
付
加
給
付
に
よ
っ
て
、

労
務
者
の
取
得
額
は
金
額
で
一
万
余
フ
ァ
ン

が
増
加
し
た
と
評
価
さ
れ
た
。
そ
の
ほ
か
、

五
五
年
十
二
月
二
七
日
に
は
石
炭
公
社
所
属

の
模
範
産
業
戦
士
十
九
人
と
模
範
船
員
三
人

を
ソ
ウ
ル
に
招
請
し
て
、
大
統
領
と
の
接
見

な
ど
を
実
施
し
、
鉱
員
ら
の
士
気
を
高
め
た41

。

　

採
炭
過
程
に
も
積
極
的
に
介
入
し
、
生
産

増
強
を
図
っ
た
。
鉱
業
所
別
に
軍
官
民
合
同

の
増
産
対
策
委
員
会
と
稼
動
対
策
委
員
会
を

と
増
加
し
た
。
ま
た
、
重
要
資
材
の
購
入
も
前
年
度
に
比
べ
て
二
倍
以
上
増
え
た
。
軍

派
遣
団
は
電
力
会
社
と
数
次
に
わ
た
る
協
議
を
行
い
、
石
炭
増
産
に
必
要
な
電
力
確
保

を
最
優
先
的
に
保
証
し
た36

。
資
金
面
で
も
、
関
係
各
部
署
お
よ
び
外
国
援
助
機
関
の
協

力
を
得
て
、
累
計
一
九
億
六
〇
〇
〇
万
フ
ァ
ン
に
達
す
る
融
資
を
得
た
。
と
く
に
、
本
社

と
各
鉱
業
所
に
無
電
通
信
機
が
設
置
さ
れ
、
ソ
ウ
ル
と
僻
地
の
炭
鉱
と
の
間
に
一
週
間

以
上
も
か
か
っ
た
連
絡
が
リ
ア
ル
タ
イ
ム
で
可
能
と
な
っ
て
、
社
内
の
業
務
処
理
が
迅
速

化
さ
れ
た
。

　

石
炭
公
社
は
資
材
の
購
入
数
量
を
増
や
し
た
だ
け
で
な
く
、
資
材
調
達
お
よ
び
在
庫

管
理
方
式
を
改
善
し
、
調
達
費
用
の
節
減
を
図
っ
た37

。
従
来
に
は
資
材
購
入
を
現
地
鉱

業
所
が
直
接
行
い
、
現
地
で
購
入
不
可
能
な
資
材
に
限
っ
て
本
社
に
依
頼
し
た
が
、
購

入
価
格
は
通
常
本
社
購
入
よ
り
約
三
割
高
か
っ
た
。
こ
の
よ
う
な
浪
費
を
削
減
す
る
た

め
、
一
九
五
五
年
九
月
一
日
に
各
期
別
物
動
計
画
書
を
作
成
し
、
本
社
在
庫
と
現
地
在

庫
に
分
け
て
、
優
先
順
位
を
定
め
た
物
動
計
画
と
予
算
金
額
に
し
た
が
っ
て
資
材
を
自

動
的
に
購
入
す
る
方
法
を
採
択
し
た
。
そ
れ
と
同
時
に
、
外
資
入
札
方
法
で
も
韓
国
代

理
店
を
経
由
せ
ず
に
直
接
製
造
会
社
と
取
引
し
て
金
額
を
節
約
し
た
。

　

軍
派
遣
団
は
介
入
の
き
っ
か
け
と
な
っ
た
の
が
、
鉱
員
労
組
の
ス
ト
ラ
イ
キ
だ
っ

た
こ
と
か
ら
、
人
的
管
理
に
も
力
を
入
れ
て
、
現
場
の
規
律
を
確
保
し
よ
う
と
し

た
。
一
九
五
四
年
か
ら
五
五
年
に
か
け
て
欠
勤
者
や
作
業
に
不
適
合
な
鉱
員
を
対
象

と
し
て
千
人
近
く
の
人
員
整
理
が
行
わ
れ
、
一
九
五
五
年
の
総
従
業
員
数
は
前
年
度
の

八
七
六
五
人
か
ら
七
八
一
四
人
へ
と
減
少
し
た
。
そ
の
上
、
軍
派
遣
団
は
検
閲
強
化
や
賞

罰
審
査
委
員
会
を
通
じ
て
鉱
員
ら
に
軍
紀
（m

ilitary discipline

）
を
注
入
し
、
鉱
員

の
労
働
規
律
を
高
め
よ
う
と
し
た38

。
採
炭
量
は
一
人
当
り
生
産
量
と
と
も
に
、
坑
内
の

稼
働
率
と
密
接
な
関
係
が
あ
る
だ
け
に
、
労
働
規
律
は
非
常
に
重
要
な
課
題
と
し
て
浮

上
し
、
労
務
管
理
の
合
理
化
が
進
め
ら
れ
た
。
同
時
に
、
軍
派
遣
団
は
生
産
意
欲
を
高

図2 石炭公社の年度別OMS（Output per Man Shift）実績 
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寧越 和順

恩城 計平均

出所： 大韓石炭公社『経営統計』。
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所
、
ト
ン
ネ
ル
三
八
ヵ
所

の
区
間
が
、
上
一
八
％
、

下
二
五
％
の
曲
線
半
径

二
五
〇
メ
ー
ト
ル
と
い
う

三
〜
四
級
に
属
す
る
難

工
事
で
あ
っ
た
。
そ
れ

を
支
援
す
る
た
め
、
第

一
二
〇
五
建
設
工
兵
団
第

二
一
〇
建
設
工
兵
大
隊
、

第
三
〇
一
鉄
道
運
営
大
隊

A
中
隊
が
敷
設
工
事
に

投
入
さ
れ
た
。
三
大
産

業
線
の
建
設
は
石
炭
の

輸
送
経
路
お
よ
び
費
用

に
大
き
な
変
化
を
も
た

ら
し
た
。
栄
岩
線
の
開

通
に
よ
っ
て
三
陟
炭
が
陸

路
で
ソ
ウ
ル
ま
で
輸
送
さ

れ
る
と
、
図
三
で
見
ら
れ

る
よ
う
に
、
輸
送
費
は

三
六
一
八
フ
ァ
ン
以
上（
長

省
↓
墨
湖
↓
仁
川
↓
ソ

ウ
ル
）
か
ら
三
三
三
フ
ァ

ン
（
鉄
岩
↓
清
涼
里
）
へ

組
織
し
、
作
業
計
画
や
対
策
を
樹
立
し
、
増

産
体
制
を
構
築
し
た
。
労
働
過
程
の
な
か
で

軍
人
達
が
ど
の
よ
う
な
関
与
を
し
た
か
に
つ

い
て
詳
ら
か
で
は
な
い
が
、
炭
鉱
運
営
に
は

門
外
漢
で
あ
っ
た
彼
ら
は
切
り
羽
の
採
掘
ま

で
に
は
配
置
さ
れ
な
か
っ
た
と
思
わ
れ
る
。

こ
の
面
で
、
P
D
T
S
が
各
炭
鉱
に
配
置
さ

れ
、
探
査
、
採
炭
、
選
炭
な
ど
の
方
面
で
多

く
の
技
術
指
導
を
行
い
、
一
九
五
〇
年
代
末

に
ソ
ウ
ル
大
学
な
ど
の
鉱
山
科
卒
業
生
が
大

挙
採
用
さ
れ
、
技
術
的
自
立
性
を
確
保
す
る

ま
で
の
技
術
空
白
を
埋
め
た42

。
そ
の
結
果
、
一

人
当
り
採
炭
能
率
（
O
M
S
）
は
、
図
二
の

よ
う
に
一
九
五
四
年
〜
五
五
年
に
大
き
く
向

上
し
た
。
な
か
で
も
、
長
省
が
最
も
良
か
っ

た
。
一
九
五
六
年
三
月
末
、
生
産
計
画
の
達

成
率
は
道
渓
鉱
業
所
の
九
二
％
を
除
い
て
、

一
〇
六
％
に
達
し
た
。
要
す
る
に
、
五
ヵ
年
計
画
は
実
施
さ
れ
て
間
も
な
く
、
目
標
値
を

上
回
る
成
果
を
あ
げ
た
の
で
あ
る
。

　

一
方
、
戦
争
以
前
よ
り
進
め
て
き
た
「
三
大
産
業
線
」
敷
設
工
事
に
官
民
か
ら
の
力

が
注
が
れ
、
寧
越
線
（
堤
川
〜
咸
白
八
二・八
キ
ロ
）
と
聞
慶
線
（
店
村
〜
恩
城
二
一・八

キ
ロ
）
が
と
も
に
一
九
五
五
年
六
月
に
竣
工
し
、
列
車
運
行
を
開
始
し
た
。
五
六
年
十
一

月
に
は
中
央
線
栄
州
か
ら
三
陟
長
省
炭
鉱
の
鉄
岩
を
連
結
す
る
栄
岩
線
が
竣
工
、
翌
年

一
月
よ
り
開
通
と
な
っ
た43

。
総
延
長
八
六・五
キ
ロ
に
過
ぎ
な
か
っ
た
が
、
橋
梁
五
六
ヵ

図3 石炭の輸送経路別費用（単位：トン当りファン）  

2000

243

243

250

2779

3182

2151

117

333

186

0 500 1000 1500 2000 2500 3000 3500

咸白炭・咸白→発電所（陸）

恩城炭・恩城→交通部（陸）

和順炭・福岩→交通部（陸）

三陟炭・仁川→ソウル（陸）

三陟炭・墨湖→群山（海）

三陟炭・墨湖→仁川（海）

三陟炭・墨湖→釜山（海）

道渓炭・道渓→墨湖（陸）

長省炭・鉄岩→淸凉里（陸）

長省炭・鉄岩→墨湖（陸）

出所：大韓電源開発委員会委員長太完善「大韓石炭公社의 ［の］近況과［と］展望 上：石炭価引上問題
를 ［を］中心으로 ［に］」（『石炭社報』第 6号、1956年 11 月）、12頁。  

表10　炭鉱業に対するUNKRAおよびICA援助（1956年3月末現在、単位：ドル）
資源別 年度別 件　　別 計画金額 割当額 到着額 備　　考

UNKRA

1953
1954
1954
1954
1954
1955
1955
1955
1955

炭鉱開発
民営炭鉱技術援助
石公炭鉱復旧開発
石公技術援助
咸白炭田地質調査・試錐
民営炭田技術援助
民営炭鉱復旧開発
石公技術援助
石公復旧開発

820,000 706,307 698,021

取　消

23,300 21,687 18,822
1,485,000 1,408,314 928,702
1,000,000 1,000,000 519,158
（680,000）

 ｝4,985,000
102,000
935,000 19,333
250,000
3,690,000

UNKRA援助 小　計 9,813,300 8,113,308 2,184,036

ICA

1955
1956
1956

技術援助
技術援助
咸白炭田地質調査・試錐

28,000
1,800

1,050,000

28,000
1,800

1,050,000

14,000

ICA援助 小　計 1,079,800 1,079,800 14,000
総　　　　　　計 10,893,100 9,193,108 2,198,036

出所：李珍華「炭鉱業 이［が］当面한［した］諸問題点과［と］現況」32頁。
注　：計画金額のUNKRA援助小計には資料上誤算があるものの、そのままにする。
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と
急
減
し
た
。
そ
の
た
め
、
多
く
の
石
炭
輸
送
が
海
送
経
路
か
ら
低
運
賃
の
陸
運
に
転

換
さ
れ
た
。
そ
れ
に
よ
っ
て
、
全
体
的
に
見
て
輸
送
原
価
は
一
九
五
五
年
二
月
十
五
日

二
三
七
八
フ
ァ
ン
か
ら
一
九
五
五
年
七
月
〜
五
六
年
六
月
平
均
の
一
〇
〇
七
フ
ァ
ン
へ
と

低
下
し
、
こ
れ
が
公
社
経
営
の
改
善
に
大
き
く
寄
与
し
た
。

　

こ
の
よ
う
な
「
軍
と
石
公
の
渾
合
一
体
の
努
力
の
結
晶
」
に
対
し
て
大
統
領
よ
り
表

彰
さ
れ
た44

に
も
か
か
わ
ら
ず
、
石
炭
公
社
の
経
営
状
態
は
依
然
と
し
て
不
安
定
な
も
の

で
あ
っ
た
。
こ
の
こ
と
は
大
韓
石
炭
公
社
（
二
〇
〇
一
）
で
は
ま
っ
た
く
記
さ
れ
て
い
な

い
が
、
や
は
り
投
資
資
金
の
調
達
は
計
画
と
は
か
け
離
れ
た
も
の
で
あ
っ
た
。
五
ヵ
年

計
画
の
た
め
に
一
九
五
五
年
に
総
資
金
年
間
二
〇
〇
億
余
万
フ
ァ
ン
が
必
要
と
さ
れ
、
資

本
金
の
増
資
一
四
億
フ
ァ
ン
、
短
期
運
営
資
金
の
融
資
四
億
フ
ァ
ン
、
U
N
K
R
A
・

I
C
A
見
返
り
資
金
の
融
資
三
九
億
フ
ァ
ン
、
合
計
五
七
億
フ
ァ
ン
の
資
金
調
達
を
行
う

と
と
も
に
、
年
度
初
に
炭
価
引
上
げ
を
前
提
に
販
売
石
炭
収
入
で
残
余
分
の
一
五
〇
億

フ
ァ
ン
を
賄
う
つ
も
り
で
あ
っ
た45

。
し
か
し
、
石
炭
公
社
生
産
計
画
が
樹
立
さ
れ
た
直

後
の
五
五
年
八
月
に
、
韓
米
間
に
五
〇
〇
フ
ァ
ン
＝
一
ド
ル
の
固
定
為
替
レ
ー
ト
が
決
定

さ
れ
、
こ
の
レ
ー
ト
を
維
持
す
る
た
め
に
は
物
価
上
昇
を
二
五
％
内
に
抑
制
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
か
っ
た
。
そ
の
後
超
緊
縮
金
融
・
財
政
政
策
が
実
施
さ
れ
た
こ
と
か
ら
、
財

政
投
融
資
に
よ
る
公
社
資
本
金
の
増
資
は
も
ち
ろ
ん
、
政
府
保
証
融
資
の
導
入
さ
え
困

難
と
な
っ
た
。
つ
ま
り
、
公
社
の
資
金
計
画
は
韓
国
政
府
の
マ
ク
ロ
経
済
政
策
に
よ
っ
て

そ
の
初
め
か
ら
破
綻
を
免
れ
ら
れ
な
か
っ
た
。

　

さ
ら
に
、
炭
鉱
業
に
対
す
る
施
設
投
資
を
ほ
と
ん
ど
負
担
し
て
き
た
U
N
K
R
A
と

I
C
A
援
助
の
計
画
基
金
策
定
額
と
そ
の
実
行
状
況
（
表
十
）
を
み
れ
ば
、
一
九
五
六

年
三
月
末
に
援
助
割
当
額
が
U
N
K
R
A
八
一
一
万
三
千
ド
ル
、
I
C
A
一
〇
八
万
ド
ル

で
あ
っ
た
が
、
到
着
額
は
そ
れ
ぞ
れ
二
一
八
万
四
千
ド
ル
、一
万
四
千
ド
ル
に
過
ぎ
な
か
っ

た
。
援
助
の
遅
延
は
国
連
軍
貸
与
金
の
償
還
や
見
返
り
資
金
の
積
立
に
か
か
わ
る
為
替

表11　施設資金と投資の比較（単位：千ファン）

年　度
投資高 施設融資高 差減不足財源

投資増加率
財源率 対計画高投資率

当年度 累　計 当年度 累　計 当年度 累　計 当月度 累　計  当年度 累　計
51.4-52.3

52.4-53.3

53.4-54.3

54.4-55.6

55.7-56.12

62,689

71,121

103,113

464,418

2,219,853

62,689

133,810

236,923

701,341

2,921,194

62,689

－41,879

103,113

464,418

1,503,473

62,689

20,810

123,923

588,341

2,091,814

100 80 80

113,000 113,000 213 159 84 75 78

113,000 378 48 50 64

113,000 1,119 16 52 55

716,379 829,379 4,660 32 28 61 60

出所：石公総務理事李賢在「企業의［の］経営合理化基本策」（『石炭社報』第7号、1957年5月）、29-30頁。

表12　運転資金の概況と回転比較（単位：千ファン）

年度別
資産

流動負債
C

資本 企業流動比率 対計画高投資率

固定
A

流動
B

出資金
D

欠損
E

流動比率
B/C

負債比率
（D-E）/C

固定比率
（D-E）/A 収入/経営

51.4-52.3

52.4-53.3

53.4-54.3

54.4-55.6

55.7-56.12

62,689

133,810

236,923

701,341

2,921,195

197,671

374,696

946,945

2,831,190

3,515,862

220,262

646,895

1,065,165

3,794,969

7,671,696

100,000

100,000

600,000

600,000

600,000

－97

351,389

594,297

942,437

1,431,501

90

58

89

75

46

45

0

1

0

0

159

0

2

0

0

101

90

92

91

出所： 石公総務理事李賢在「企業의［の］経営合理化基本策」30頁。
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同
経
済
委
員
会
（
C
E
B
）
の
財
政
安
定
計
画
に
よ
っ
て
不
可
能
と
な
っ
た
た
め
、
石

炭
販
売
価
格
と
一
般
物
価
と
の
価
格
シ
ェ
ー
レ
が
依
然
と
解
消
で
き
な
か
っ
た
（
図
一
）。

も
ち
ろ
ん
、
三
大
産
業
線
の
建
設
に
よ
っ
て
輸
送
費
が
低
下
し
、
操
作
費
は
若
干
節
約

さ
れ
た
が
、
イ
ン
フ
レ
の
激
化
は
生
産
原
価
の
上
昇
と
生
産
資
金
難
を
加
重
さ
せ
る
圧

力
と
な
っ
た
の
で
あ
る
。
石
炭
公
社
の
法
定
価
格
は
公
社
石
炭
の
販
売
価
格
を
商
工
部

長
官
が
提
議
し
て
国
務
会
議
議
決（
大
韓
石
炭
公
社
法
）を
得
た
あ
と
、国
会
の
同
意（
財

政
法
）
を
得
て
決
定
す
る
も
の
で
あ
っ
た
。
そ
の
た
め
、
法
定
価
格
の
引
上
は
一
般
物
価

の
激
し
い
上
昇
に
遅
れ
勝
ち
で
あ
っ
た
。

　

以
上
の
よ
う
に
、
軍
部
が
機
関
間
の
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
と
し
て
よ
り
多
く
の
経
営

資
源
を
石
炭
公
社
に
提
供
し
、
内
部
合
理
化
を
促
す
と
、
石
炭
公
社
の
運
営
難
は
も
は

や
生
産
不
振
あ
る
い
は
輸
送
難
で
は
な
く
、
資
金
問
題
な
い
し
価
格
問
題
に
あ
っ
た
と

い
え
よ
う
。
欠
損
累
積
は
一
九
五
六
年
末
に
十
四
億
三
〇
〇
〇
万
フ
ァ
ン
で
、
資
本
金

六
億
フ
ァ
ン
の
二・四
倍
に
達
し
た
。
ま
た
、
未
払
債
務
三
七
億
フ
ァ
ン
と
銀
行
借
入
金

三
〇
億
フ
ァ
ン
以
上
の
債
務
（
五
六
年
八
月
末
）
が
あ
っ
た47

。
賃
金
未
払
い
の
た
め
、 

労

使
関
係
が
安
定
化
し
な
か
っ
た
こ
と
は
当
り
前
の
こ
と
で
あ
る
。
そ
の
た
め
、
一
九
五
六

年
度
国
会
で
は
炭
価
引
上
げ
同
意
条
件
と
し
て
石
炭
公
社
を
今
年
度
内
に
民
間
に
払
い

下
げ
る
こ
と
が
提
示
さ
れ
て
お
り
、
国
政
監
査
班
報
告
で
各
炭
鉱
別
独
立
採
算
制
が
建

議
さ
れ
、
石
炭
産
業
全
体
の
再
検
討
が
要
請
さ
れ
た48

。
石
炭
公
社
は
い
よ
い
よ
国
会
、

政
府
、
援
助
機
関
よ
り
厳
し
く
改
善
を
求
め
ら
れ
る
立
場
に
置
か
れ
た
の
で
あ
る
。

レ
ー
ト
を
め
ぐ
っ
て
韓
米
両
国
が
対
立
し
た
か
ら
で
あ
る
が
、
そ
の
結
果
、
現
場
で
は
各

種
施
設
や
機
材
の
導
入
が
遅
れ
、
削
岩
機
を
利
用
す
る
だ
け
の
労
働
力
中
心
の
採
掘
作

業
が
行
わ
れ
た
。
そ
れ
に
伴
な
い
、
労
働
環
境
が
改
善
で
き
ず
、
長
省
鉱
業
所
の
作
業

能
率
基
礎
調
査
報
告
（
一
九
五
六
年
十
二
月
）
に
よ
れ
ば
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
適
性
検
査
を

行
っ
た
鉱
夫
六
八
人
（
掘
進
十
三
人
、
採
炭
五
三
人
、
そ
の
他
二
人
）
の
う
ち
、
二
四
％

が
採
炭
の
職
場
配
置
の
不
適
格
者
で
あ
る
と
判
定
し
た46

。
ま
た
死
傷
事
件
も
多
く
発
生

し
、
事
故
延
べ
人
数
は
全
従
業
員
数
九
〇
〇
〇
人
に
対
し
て
年
二
〇
〇
〇
人
（
二
二
％
）

に
達
し
た
。
言
い
換
え
れ
ば
、
平
均
四
〜
五
人
に
一
人
が
負
傷
し
た
わ
け
で
あ
っ
た
。

　

さ
て
、
一
九
五
六
年
初
め
頃
、
も
は
や
公
社
経
営
は
「
極
度
の
資
金
窘
塞
」
に
陥
ら

ざ
る
を
得
な
か
っ
た
。
表
十
一
に
よ
れ
ば
、
一
九
五
六
年
十
二
月
末
に
は
総
投
資
額
は

二
九
億
二
一
一
九
万
フ
ァ
ン
で
あ
っ
た
が
、
こ
れ
は
投
資
計
画
に
対
し
て
六
〇
％
の
実
績

率
を
示
す
も
の
で
、
極
め
て
投
資
率
が
低
か
っ
た
。
し
か
も
そ
れ
に
対
す
る
施
設
融
資

が
八
億
二
九
三
八
万
フ
ァ
ン
に
過
ぎ
ず
、
不
足
財
源
は
二
〇
億
九
一
八
一
万
フ
ァ
ン
に
達

し
た
。
そ
の
影
響
が
直
接
増
産
計
画
の
遂
行
に
蹉
跌
を
来
た
し
た
。
要
す
る
に
、
施
行

不
振
の
原
因
は
施
設
財
源
の
不
足
に
あ
っ
た
。
一
九
五
五
営
業
年
度
の
五
五
年
七
月
か

ら
五
六
年
十
二
月
ま
で
の
財
源
不
足
高
は
一
五
億
〇
三
四
七
万
フ
ァ
ン
に
達
し
た
。
そ
の

た
め
、
一
九
五
六
年
十
二
月
末
ま
で
同
額
の
運
転
資
金
が
流
用
充
当
さ
れ
、
公
社
経
営

を
圧
迫
し
た
。
表
十
二
を
み
れ
ば
、
運
転
資
金
が
如
何
に
不
足
し
た
か
が
わ
か
る
。
流

動
比
率
は
一
〇
〇
以
上
が
正
常
で
あ
る
が
、
一
九
五
一
年
の
九
〇
か
ら
年
々
低
く
な
っ
て
、

五
六
年
十
二
月
末
に
四
六
と
い
う
と
て
も
低
い
数
値
を
示
し
た
。
そ
の
た
め
、
一
九
五
五

営
業
年
度
中
に
石
炭
公
社
は
労
賃
の
未
払
い
を
し
て
ま
で
も
、
坑
内
施
設
の
拡
充
に
重

点
を
置
い
て
約
十
五
億
フ
ァ
ン
を
固
定
財
産
に
投
資
し
た
の
で
あ
る
。

　

そ
の
な
か
で
、
経
営
赤
字
は
改
善
さ
れ
る
ど
こ
ろ
か
、
悪
化
す
る
一
方
で
あ
っ
た
こ
と

は
言
う
ま
で
も
な
い
。
既
述
の
よ
う
に
、
炭
価
引
上
げ
が
、
韓
米
間
で
決
定
さ
れ
た
合
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四
、
民
営
炭
鉱
の
勃
興
と
大
韓
石
炭
公
社
の
経
営
安
定
化

㈠　

民
営
炭
鉱
の
勃
興
と
炭
鉱
経
営
の
官
民
比
較

表13　道別炭鉱数および従業員数（単位：所、人、トン）

道別
1953年 1955年 1958年 1960年

公社 民営 合計 公社 民営 合計 公社 民営 合計 公社 民営 合計
所 所 所 所 人 所 人 所 人 所 人 所 人 所 人 所 人 所 人 所 人

ソウル
京畿
江原
忠北
忠南
全北
全南
慶北
慶南
斉州

1 146 6 77 7 223 1 148 8 2,141 9 2,289 1 254 11 4,877 12 5,131
3 3 2 245 2 245 3 88 3 88

4 9 13 4 5,356 22 3,171 26 8,527 4 5,857 35 5,736 39 11,593 4 7,594 38 8,591 42 16,185
1 2 3 3 122 3 122 3 126 3 126 9 357 9 357
14 14 10 763 10 763 10 744 10 744 8 651 8 651
3 3 3 288 3 288 4 60 4 60 4 221 4 221

1 7 8 1 1,045 5 317 6 1,362 1 940 4 216 5 1,156 1 1,157 9 -649 10 508
2 13 15 1 901 6 284 7 1,185 1 834 12 615 13 1,449 1 934 13 586 14 1,520

合計 8 51 59 7 7,448 57 5,267 64 12,715 7 7,779 76 9,638 83 17,417 7 9,939 95 14,722 102 24,661

出所：大韓商工会議所編『全国主要工場鉱山名簿』ソウル、1953年；韓国銀行調査部『鉱業 및［および］
　　  製造事業体名簿』ソウル、1955年10月；韓国産業銀行『鉱業 및［および］製造業事業体調査
　　  総合報告書』ソウル、1958年度；商工部・韓国産業銀行『鉱業 및［および］製造業事業体調
　　 査総合報告書』ソウル、1960年度；大韓石炭公社『大韓石炭公社50年史』ソウル、2001年。
注： １．資料上民営炭鉱に限った情報が把握できなかったため、諸資料から得られた石炭産業全般
　　　　 の数値から石炭公社の該当数値を引いた（すなわち、民営炭鉱＝石炭鉱業全体－石炭公社）。
　　 ２．1958年の民営炭鉱の場合、無給事業主・家族従業員が51人が含まれている。
　　 ３．1960年の石炭公社はその他426人が所属機関が不明であるため、9,939人には含まれていない。
　　 ４．1960年の民営炭鉱の場合、無給事業主・家族従業員が125人が含まれている。
　　 ５．1960年度の全南には推計上誤算があるものの、そのままにする。
　

表14 従業員規模別炭鉱数および従業員数（単位：所、人）

規模別

1955年 1958年 1960年

公社 民営 合計 公社 民営 合計 公社 民営 合計

所 人 所 人 所 人 所 人 所 人 所 人 所 人 所 人 所 人

5－9人 7 46 7 46 6 38 6 38 4 26 4 26

10－19人 6 114 6 114 10 161 10 161 12 163 12 163

20－29人 5 146 5 146 10 244 10 244 9 195 9 195

30－49人 14 556 14 556 10 392 10 392 15 727 15 727

50－99人 13 687 13 687 14 1,039 14 1,039 16 1,224 16 1,224

100－199人 2 274 6 1,330 8 1,604 1 148 16 2,208 17 2,356 24 3,064 24 3,064

200－499人 6 2,062 6 2,062 7 2,266 7 2,266 7 9,939 15 9,323 22 19,262

500－999人 1 901 1 901 2 1,477 2 2,099 4 3,576

1000人以上 4 6,273 4 6,273 4 6,154 1 1,311 5 7,465

合計 7 7,448 57 4,941 64 12,389 7 7,779 76 9,758 83 17,537 7 9,939 95 14,722 102 24,661

生産性 129 75 107 188 124 152 259 188 217

出所：表13。
注：１．1955年の5-9人には4人以下の4人が含まれている。
　　２．1958年の民営炭鉱の場合、無給事業主・家族従業員が51人。
　　３．1960年度200～499人は200人以上。
　　４．1960年の石炭公社はその他426人が所属機関が不明であるため、9,939人には含まれていない。
　　５．1960年の民営炭鉱の場合、無給事業主・家族従業員が125人。
　　６．1955年と58年の合計は資料上、表13のそれらと一致しない。
　　７．平均規模は鉱山1ヵ所当り従業員数。生産性は年間一人当り生産性（＝年間石炭生産量／従業員数）。
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炭
鉱
は
こ
う
し
た
動
態
を
見
せ
ず
に
、
急
増
ぶ
り
を
示
し
、
そ
の
生
産
量
が
一
九
五
三

年
に
十
八
万
四
千
ト
ン
で
石
炭
公
社
の
二
七
％
に
過
ぎ
な
か
っ
た
が
、
一
九
六
〇

年
に
な
る
と
民
営
炭
鉱
が
無
煙
炭
の
生
産
と
消
費
で
そ
れ
ぞ
れ
二
七
七
万
四
千
ト

ン
、
二
五
八
万
一
千
ト
ン
を
記
録
し
、
石
炭
公
社
（
そ
れ
ぞ
れ
二
五
七
万
六
千
ト
ン
、

二
二
四
万
一
千
ト
ン
）
を
追
い
抜
い
た
。
こ
の
よ
う
な
民
営
炭
鉱
の
勃
興
要
因
と
し
て
は

ま
ず
、
帰
属
炭
鉱
の
払
下
が
取
り
上
げ
ら
れ
る
。
韓
国
政
府
は
国
営
企
業
体
を
民
間
に

売
却
し
て
財
政
負
担
を
減
ら
す
と
同
時
に
、
民
間
資
本
の
動
員
に
よ
る
増
産
と
経
営
合

理
化
を
図
る
た
め
、
民
営
化
政
策
を
進
め
た50

。
次
に
、
産
業
線
の
開
通
が
考
え
ら
れ
る51

。

高
価
な
海
上
輸
送
と
陸
上
ト
ラ
ッ
ク
輸
送
の
み
で
は
と
う
て
い
収
支
均
衡
が
達
成
で
き

な
か
っ
た
中
小
民
営
炭
鉱
が
、
産
業
線
の
建
設
を
き
っ
か
け
と
し
て
実
費
以
下
の
鉄
道

運
賃
に
よ
る
事
実
上
の
国
家
補
助
を
受
け
、
急
速
に
開
発
さ
れ
た
。

　

こ
れ
ら
の
炭
鉱
は
公
社
傘
下
の
炭
鉱
を
除
い
て
は
、
そ
の
ほ
と
ん
ど
が
新
規
未
開
発

炭
田
で
あ
っ
た
た
め
、
全
般
的
に
炭
質
が
良
好
で
あ
る
だ
け
で
な
く
、
露
頭
採
掘
に
よ

る
採
炭
で
生
産
費
が
低
く
抑
え
ら
れ
た
。
し
か
も
、
民
営
炭
鉱
は
石
炭
需
要
の
季
節
的

変
動
に
対
処
す
る
た
め
、
石
炭
需
要
の
急
増
す
る
冬
季
に
合
わ
せ
て
採
炭
を
集
中
す
る

方
式
と
、
商
品
化
で
き
る
範
囲
内
で
採
炭
を
調
節
す
る
方
式
を
と
っ
て
、
収
支
均
衡
は

も
ち
ろ
ん
、
相
当
の
利
潤
を
み
て
、
公
社
傘
下
の
老
朽
炭
鉱
で
は
で
き
な
か
っ
た
伸
縮

性
の
あ
る
自
由
な
運
営
に
成
功
し
て
い
た
。
採
炭
過
程
で
は
、「
徳
大
」
と
呼
ば
れ
る
下

請
け
制
度
も
実
施
さ
れ
、
弾
力
的
な
増
産
が
で
き
た52

。
そ
の
た
め
、
前
掲
表
十
四
の
よ

う
に
、
民
営
炭
鉱
は
従
業
員
規
模
面
で
平
均
的
に
石
炭
公
社
の
十
の
一
に
過
ぎ
な
か
っ

た
も
の
の
、
極
め
て
効
率
的
に
運
営
さ
れ
、
生
産
性
で
は
一
九
五
五
年
の
対
石
炭
公
社

比
五
八
％
か
ら
五
八
年
六
六
％
、
六
〇
年
七
三
％
と
、
公
社
と
の
格
差
を
縮
め
て
い
た
。

　

さ
ら
に
、
法
定
価
格
の
た
め
、
国
営
炭
が
自
由
な
市
場
競
争
が
で
き
な
か
っ
た
の
に

対
し
、
民
営
炭
は
自
由
販
売
制
度
に
よ
る
炭
価
の
伸
縮
性
を
も
ち
、
石
公
炭
と
の
市
場

　

大
韓
石
炭
公
社
の
経
営
再
編
を
促
す
要
因
は
、
公
社
経
営
の
低
迷
だ
け
で
は
な
か
っ

た
。
民
営
炭
鉱
が
石
炭
市
場
に
大
挙
進
入
し
、
石
炭
公
社
に
対
し
て
競
争
上
優
位
に
立

ち
、経
営
比
較
の
尺
度
と
な
っ
た
こ
と
に
も
注
目
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。『
工
業 

및﹇
お

よ
び
﹈
製
造
業
事
業
体
名
簿
』（
商
工
部
・
韓
国
産
業
銀
行
）
シ
リ
ー
ズ
を
利
用
し
て
、

一
九
五
〇
年
代
以
降
の
民
営
炭
鉱
の
成
長
に
つ
い
て
考
察
し
て
み
よ
う
。
表
十
三
の
道
別

民
営
炭
鉱
の
動
向
に
注
目
す
れ
ば
、
一
九
五
三
年
に
五
一
ヵ
所
で
あ
っ
た
炭
鉱
が
増
え
初

め
、
五
五
年
五
七
所
、
五
八
年
七
六
ヵ
所
、
六
〇
年
に
は
九
五
ヵ
所
へ
と
急
増
し
た
。
道

別
従
業
員
数
を
参
照
す
れ
ば
、
石
炭
公
社
だ
け
で
な
く
、
民
営
炭
鉱
で
も
江
原
炭
鉱
な

ど
大
型
炭
鉱
が
登
場
し
た
こ
と
が
わ
か
る
。
な
か
で
も
、
江
原
道
の
場
合
は
一
九
五
五
年

か
ら
五
八
年
に
か
け
て
十
二
ヵ
所
も
増
え
て
炭
鉱
勃
興
の
中
心
を
な
し
、
そ
の
生
産
量

が
民
営
炭
鉱
全
体
の
八
〇
％
を
占
め
た
。

　

次
に
、
表
十
四
の
規
模
別
炭
鉱
動
向
で
は
、
資
料
上
五
〇
年
代
前
半
の
動
向
は
把

握
で
き
な
い
も
の
の
、
民
営
炭
鉱
の
場
合
、
炭
鉱
別
平
均
従
業
員
数
が
一
九
五
五
年
の

八
七
人
か
ら
五
八
年
に
一
二
八
人
、
六
〇
年
に
一
五
五
人
へ
と
増
加
し
、
個
別
炭
鉱
の
経

営
が
成
長
し
続
け
た
こ
と
が
読
み
取
れ
る
。
そ
れ
に
伴
い
、
一
番
多
か
っ
た
規
模
別
炭

鉱
は
一
九
五
五
年
に
は
三
〇
〜
四
九
人
の
十
四
ヵ
所
で
あ
っ
た
が
、
五
八
年
に
は
一
〇
〇

〜
一
九
九
人
の
十
七
ヵ
所
、
六
〇
年
に
は
同
規
模
の
二
四
ヵ
所
に
な
っ
た
。
そ
し
て
、

一
九
五
八
年
に
は
一
〇
〇
〇
人
を
超
え
る
規
模
の
民
営
炭
鉱
も
登
場
し
た
。
規
模
別
従
業

員
数
に
お
い
て
は
二
〇
〇
人
以
上
が
多
か
っ
た
が
、
そ
の
比
率
は
五
五
年
四
一・七
％
か

ら
五
八
年
五
八・一
％
、
六
〇
年
六
三・三
％
へ
と
上
昇
し
た
。
こ
う
し
て
、
一
九
五
〇
年

代
に
は
多
く
の
民
営
炭
鉱
が
江
原
道
を
中
心
に
勃
興
し
て
石
炭
市
場
に
参
入
し
、
新
し

い
企
業
活
動
を
展
開
し
た
の
で
あ
る49

。

　

そ
の
結
果
、
表
三
、四
の
よ
う
に
、
石
炭
市
場
に
お
け
る
民
営
炭
鉱
の
占
有
率
が
急
激

に
拡
大
し
た
。
石
炭
公
社
の
生
産
量
は
一
九
五
四
年
と
五
八
年
に
若
干
減
る
が
、
民
営
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た
。
そ
れ
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
長
省
炭
鉱
よ
り
優
れ
た
生
産
性
お
よ
び
作
業
能
率
を
示

し
た
。

　

江
原
炭
鉱
は
総
人
員
五
四
四
人
の
う
ち
労
務
者

が
九
六
％
を
占
め
た
反
面
、
事
務
員
は
四
％
に
過
ぎ

な
か
っ
た
。
労
務
者
の
な
か
で
も
坑
内
夫
が
六
六
％

で
あ
っ
て
、
圧
倒
的
比
率
を
占
め
た
。
こ
れ
に
対
し
、

坑
外
夫
は
そ
の
三
分
の
一
水
準
で
あ
っ
た
。
こ
の
よ

う
な
人
員
構
成
を
石
炭
公
社
と
比
較
す
れ
ば
、
坑

内
夫
の
比
率
で
は
大
き
な
差
は
な
い
が
、
事
務
員
の

比
率
に
お
い
て
江
原
炭
鉱
の
ほ
う
が
石
炭
公
社
よ
り

極
め
て
少
な
く
、
そ
の
三
分
の
一
に
過
ぎ
な
か
っ
た
。

す
な
わ
ち
、
江
原
炭
鉱
の
場
合
、
労
務
構
成
に
お
い

て
利
潤
最
大
化
の
観
点
か
ら
経
営
合
理
化
を
重
視

し
た
の
で
あ
る
。
そ
の
反
面
、
一
人
当
り
労
働
生
産

性
は
石
炭
公
社
の
二
倍
に
も
達
し
た
。
こ
の
時
期
ま

で
石
炭
公
社
の
場
合
、
軍
派
遣
団
の
支
援
が
あ
っ
た

こ
と
を
念
頭
に
置
け
ば
、
江
原
炭
鉱
が
如
何
に
高
い

生
産
性
を
実
現
し
た
か
が
わ
か
る
。
も
ち
ろ
ん
、
石

炭
公
社
は
植
民
地
期
の
一
九
三
〇
年
代
か
ら
採
炭

し
、
と
り
わ
け
寧
越
炭
鉱
の
場
合
、
非
常
に
効
率

性
が
悪
か
っ
た
た
め
、
比
較
的
採
炭
能
率
が
劣
ら
ざ

る
を
得
な
か
っ
た
こ
と
も
あ
っ
た
が
、
い
ず
れ
に
せ

よ
、
江
原
炭
鉱
の
優
位
性
は
否
定
で
き
な
い
。
こ
れ

は
江
原
炭
鉱
の
ほ
う
が
現
場
第
一
主
義
を
取
り
、
シ

競
争
に
お
い
て
有
利
な
条
件
と
立
場

を
確
保
し
た
。
石
炭
価
格
は
表
十
五

の
よ
う
に
大
韓
石
炭
公
社
で
販
売
さ

れ
る
法
定
価
格
と
自
由
市
場
で
取

引
さ
れ
る
自
由
市
場
価
格
の
二
重
価

格
か
ら
な
っ
た
。
石
炭
公
社
の
販
売

要
領
は
一
部
特
殊
需
要
者
を
除
い
て

は
各
道
別
に
配
給
申
請
を
受
け
、
割

当
販
売
を
行
う
と
規
定
さ
れ
た
が
、

最
終
消
費
者
ま
で
の
配
給
制
度
を
定

め
た
も
の
で
は
な
か
っ
た
。
そ
の
た

め
、
自
由
市
場
価
格
は
①
中
小
民

営
炭
鉱
の
生
産
炭
と
②
大
韓
石
炭

公
社
よ
り
中
間
商
人
が
購
買
し
て
転
売
す
る
石
炭
が
、
市
場
で
取
引
さ
れ
る
過
程
で
形

成
す
る
価
格
で
あ
っ
た
。
そ
の
価
格
差
を
み
れ
ば
、
自
由
市
場
価
格
、
と
く
に
一
般
民

需
用
と
し
て
加
工
さ
れ
た
練
炭
自
由
市
場
価
格
が
法
定
価
格
を
顕
著
に
上
回
っ
て
い
た
。

こ
れ
を
民
営
炭
鉱
は
利
用
で
き
た
の
で
あ
る
。
こ
れ
に
加
え
て
、
国
産
炭
に
よ
る
輸
入

炭
の
代
替
化
政
策
が
一
九
五
六
年
よ
り
推
進
さ
れ
る
に
つ
れ
、
交
通
用
お
よ
び
発
電
用

と
し
て
も
民
営
炭
鉱
の
無
煙
炭
が
消
費
さ
れ
始
め
た
（
前
掲
表
四
）。

　

以
上
の
よ
う
に
、
民
営
炭
鉱
は
政
府
当
局
か
ら
の
政
策
金
融
が
比
較
的
少
な
か
っ
た

に
も
か
か
わ
ら
ず
、
自
己
採
算
の
下
に
経
営
を
続
け
て
き
た
事
実
が
注
目
に
値
す
る
。

民
営
炭
鉱
の
な
か
で
も
も
っ
と
も
先
駆
的
で
あ
っ
た
の
が
、
鄭
寅
旭
社
長
の
江
原
炭
鉱

で
あ
っ
た
。
同
炭
鉱
は
石
炭
公
社
の
長
省
鉱
業
所
と
隣
接
し
て
い
た
が
、
自
然
条
件
に

お
い
て
褶
曲
や
炭
層
の
変
化
が
甚
だ
し
く
、
さ
ら
に
岩
石
が
多
く
炭
質
が
不
良
で
あ
っ

表15　石炭の法定価格と自由市場価格（単位：トン）

年月
法定価格 自由市場価格
石公無煙炭 無煙炭卸売 練炭卸売 練炭小売

1950 89.67 229.43
1951 116.5 660 1,090.00 1,135.00
1952 727.51 959 1,620.00 2,063.00
1953 1,451.00 1,810.00 2,380.00 3,459.00
1954 5,017.00 4,540.00 5,740.00 7,058.00
1955 5,100.00 8,850.00 10,940.00 12,722.00
1956.1-8 5,100.00 7,971.00 11,000.00 11,693.00

出所： 李珍華「炭鉱業 이［が］当面한［した］諸問題点과［と］
　　　現況」42頁。
注　：１．1950～52年間の自由市場価格は釜山価格であって、
　　　　　それ以外はソウル価格。
　　　２．統制炭価は月平均価格として計算された。

表16　大韓石炭公社の労務構成および1人当り生産能率
大韓石炭公社（1956年11月） 江原炭鉱（1957年8月）

人員
（人）

構成比率
（％）

一人当り月生産
能率（トン）

人員
（人）

構成比率
（％）

一人当り月生産
能率（トン）

総人員  8,786 100.0 544 100.0
事務員  1,004 11.4 21 3.9

労務者
坑内夫
坑外夫
その他

 5,443 62.0 22.4        361 66.4 40.0        
 2,339 26.6 13.4（全坑） 137 25.2 25.0（全坑）

25 4.6
出所：大韓石炭公社『石炭統計月報』第5号、1957年1月；韓国産業銀行『韓国의［の］産業』1958年、101頁。
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に
、
既
存
施
設
の
減
価
償
却
費
な

ど
を
自
己
留
保
財
源
と
し
、
そ
れ

を
再
投
資
す
る
と
い
う
自
立
財
源

確
立
方
針
を
と
る
と
と
も
に
、
外

部
か
ら
の
短
期
融
資
を
抑
制
し

て
低
利
の
長
期
資
金
を
確
保
し
よ

う
と
し
た60

。
一
九
五
八
年
度
の
計

画
量
二
〇
五
万
五
〇
〇
〇
ト
ン
を

一
三
六
万
三
〇
〇
〇
ト
ン
へ
と
縮

小
し
、
後
の
需
要
増
加
に
応
じ
て

増
産
体
制
を
整
え
る
こ
と
に
し
た61

。

そ
の
た
め
、
施
設
投
資
は
一
九
五
七

年
に
十
八
億
フ
ァ
ン
で
あ
っ
た
が
、

五
八
年
に
は
そ
れ
を
十
四
億
フ
ァ
ン

へ
と
縮
小
し
、
過
剰
投
資
を
防
止

で
き
た
。
援
助
機
材
は
一
九
五
八
年

九
月
時
点
で
す
で
に
約
一
一
〇
〇
万

ド
ル
が
配
定
さ
れ
、
そ
の
う
ち
七
〇
〇
万
ド
ル
（
T
A
一
二
四
万
九
千
ド
ル
含
み
）
が
施

工
完
了
し
、
四
三
〇
万
ド
ル
が
残
っ
た
が
、
こ
れ
に
対
し
て
も
、
巨
額
の
資
金
を
一
気
に

放
出
す
る
の
は
、
企
業
収
支
の
均
衡
上
困
難
な
問
題
を
起
こ
す
た
め
、
援
助
資
金
も
年

次
で
分
割
使
用
す
る
こ
と
に
し
た62

。
こ
う
し
て
、
石
炭
公
社
は
資
金
の
金
利
負
担
を
避

け
て
自
立
を
図
っ
て
政
府
増
資
に
も
頼
ら
な
い
方
針
を
と
り
、
ひ
い
て
は
借
入
金
償
還
、

代
替
消
却
費
お
よ
び
帰
属
財
産
の
償
却
な
ど
を
現
炭
価
の
七
八
〇
〇
フ
ァ
ン
で
捻
出
す

る
こ
と
に
し
た
。

ン
プ
ル
な
組
織
構
造
を
も
ち
、
現
場
中
心
の
人
事
運
営
を
行
う
一
方
で
、
同
時
に
資
材

お
よ
び
商
品
管
理
を
重
視
し
た
結
果
で
あ
っ
た53

。

（
二
）
石
炭
公
社
の
経
営
安
定
化

　

民
営
炭
鉱
の
勃
興
は
石
炭
公
社
に
と
っ
て
不
安
定
な
経
営
を
さ
ら
に
圧
迫
す
る
要

因
と
な
っ
た
。
石
炭
産
業
史
上
初
め
て
の
供
給
過
剰
状
態
が
発
生
し
た
の
で
あ
る
。

一
九
五
七
年
度
に
い
た
っ
て
、販
売
の
旺
盛
な
冬
期
に
な
っ
て
か
ら
、景
気
動
向
が
リ
セ
ッ

シ
ョ
ン
に
転
じ
た
。
一
九
五
八
年
に
は
物
価
の
デ
フ
レ
現
象
（
マ
イ
ナ
ス
六・二
％
）
も
生

じ
た54

た
め
、
石
炭
需
要
は
全
体
的
に
飽
和
状
態
に
陥
っ
た55

。
輸
入
代
替
が
進
行
し
、
有

煙
炭
が
減
少
中
で
あ
っ
た
と
は
い
え
、
石
炭
生
産
は
一
九
五
七
年
か
ら
五
八
年
に
か
け
て

停
滞
し
て
お
り
、
と
く
に
公
社
の
ほ
う
は
減
産
が
余
儀
な
く
さ
れ
た
（
表
三
）。
市
中
炭

価
も
、
や
は
り
一
時
的
と
は
い
え
、
法
定
価
格
を
下
回
っ
た
た
め
、
一
九
五
七
年
一
月
四

日
に
五
一
〇
〇
フ
ァ
ン
か
ら
七
八
〇
〇
フ
ァ
ン
へ
の
炭
価
引
上
が
断
行
さ
れ
た
に
も
か
か

わ
ら
ず
、
公
社
経
営
が
必
ず
し
も
改
善
す
る
と
い
う
保
障
は
な
か
っ
た
。

　

こ
う
し
た
中
、
政
府
側
は
軍
派
遣
団
が
一
九
五
七
年
八
月
八
日
に
撤
収
す
る
の
に
際

し
て
、
公
社
経
営
の
安
定
化
を
実
現
で
き
る
経
営
者
と
し
て
江
原
炭
鉱
の
鄭
寅
旭
社
長

に
注
目
し
た56

。
江
原
炭
鉱
は
、
既
述
の
通
り
、
不
利
な
自
然
条
件
に
も
か
か
わ
ら
ず
、

石
炭
公
社
に
比
べ
て
二
倍
近
く
の
高
い
労
働
生
産
性
を
実
現
し
、
経
営
状
態
が
非
常
に

良
好
で
あ
っ
た
。
こ
れ
が
、
前
軍
派
遣
団
長
で
あ
っ
た
金
一
換
商
工
部
長
官
に
よ
っ
て
評

価
さ
れ
、
鄭
社
長
は
一
九
五
七
年
九
月
に
石
炭
公
社
総
裁
に
任
命
さ
れ
た57

。
彼
に
対
す

る
ア
メ
リ
カ
側
の
評
価
は
高
く
、「
豊
富
な
経
験
を
持
つ
誠
実
で
実
用
的
な
炭
鉱
業
者
と

し
て
I
C
A
韓
国
支
部
の
鉱
山
課
よ
り
褒
め
ら
れ
た
」58

。

　

炭
鉱
経
営
の
合
理
化
が
緊
急
要
請
さ
れ
た
こ
と
か
ら
、
鄭
総
裁
は
収
支
均
衡
予
算
制

度
を
立
て
て
、
投
資
の
自
主
的
調
整
を
断
行
し
た59

。
言
い
換
え
れ
ば
、
表
十
七
の
よ
う

表17　1950年代後半における大韓石炭公社の貸借対照表（単位：百万ファン）
年月 56.12 57.12 58.12 59.12 60.12 62.12

資産 小計 7,607 12,743 16,716 17,066 21,332 32,024
流動
固定

投資資産
繰越勘定

4,685
2,251
0
670

8,078
3,989
0
676

9,905
5,421
0

1,390

8,749
7,166
0

1,152

11,692
8,580
0

1,060

16,440
13,840
289
1,454

負債・資本計 7,607 12,743 16,716 17,066 21,332 32,024
負債 小計 8,438 12,996 14,577 14,303 18,236 19,289

流動
固定

7,672
766

10,341
2,655

11,335
3,242

8,236
6,067

9,026
9,209

8,790
10,498

資本 小計 -832 -253 2,139 2,764 3,096 12,735
資本金
余剰金
当期純益

600
-942
-489

600
-1,432
578

600
1,518
21

600
1,600
564

600
2,164
333

6,285
4,457
1,993

出所：大韓石炭公社『経営統計』1963年4月。
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上
を
生
産
し
た
者
に
は
賞
与
金
を
支
給
し
た
。
加
え
て
、
皆
勤
者
に
賞
与
を
支
給
す
る

こ
と
で
、
鉱
員
の
出
勤
日
数
を
毎
月
二
〇
日
か
ら
二
五
日
へ
と
高
め
、
坑
内
稼
働
率
を

向
上
さ
せ
た
。
そ
れ
に
よ
っ
て
、
大
量
増
産
の
基
本
的
要
件
で
あ
る
掘
進
速
度
が
ス
ピ
ー

ド
ア
ッ
プ
さ
れ
、
作
業
能
率
が
上
昇
し
た
だ
け
で
な
く
、
労
務
者
一
人
当
り
生
産
性
が

高
め
ら
れ
た
の
は
言
う
ま
で
も
な

い
（
図
二
）。

　

一
九
五
七
年
と
六
〇
年
の
掘
進

速
度
は
月
間
三
〇
メ
ー
ト
ル
か
ら

月
間
一
二
〇
メ
ー
ト
ル
へ
と
四
倍

も
増
加
し
た
。
そ
れ
に
よ
っ
て
、

作
業
期
間
が
半
分
近
く
短
縮
さ

れ
て
お
り
、
レ
ー
ル
、
鉄
管
、
蓄

電
車
、
炭
車
、
巻
揚
機
な
ど
施

設
の
撤
廃
再
活
用
に
対
す
る
投
資

効
率
も
二
倍
以
上
改
善
さ
れ
た
。

一
〇
〇
ト
ン
当
り
掘
進
量
に
お
い

て
は
約
二
倍
、
一
〇
〇
ト
ン
当
り

保
坑
枠
数
に
お
い
て
は
約
三
倍
の

格
差
が
生
じ
た
。
資
材
消
費
の
削

減
は
も
ち
ろ
ん
、
作
業
能
率
面
で

も
顕
著
な
改
善
が
あ
っ
た
の
で
あ

る
。
そ
の
結
果
、
表
十
八
の
よ
う

に
、
直
接
夫
の
O
M
S
を
見
れ
ば
、

一
九
五
七
年
度
に
比
べ
て
三
倍
の

　

つ
ぎ
に
、
諸
般
の
経
費
を
節
減
す
る
こ
と
で
生
産
原
価
を
切
下
げ
よ
う
と
し
た
。
鄭

総
裁
が
就
任
と
と
も
に
、
直
ち
に
注
目
し
た
の
が
各
種
工
事
の
浪
費
的
支
出
で
あ
っ
た
。

公
社
発
注
の
工
事
費
あ
る
い
は
資
材
調
達
費
が
民
営
炭
鉱
、
と
く
に
江
原
炭
鉱
に
比
べ

て
五
〇
％
以
上
高
か
っ
た
か
ら
で
あ
る
。
そ
の
た
め
、
契
約
締
結
の
発
注
工
事
を
一
方
的

に
破
棄
し
、
す
べ
て
を
再
調
査
し
、「
不
要
不
急
」
と
判
断
さ
れ
る
と
、
該
当
工
事
の
中

止
を
決
定
し
た63

。
ま
た
、
炭
鉱
ご
と
に
在
庫
調
査
を
実
施
し
、
資
材
が
残
っ
て
い
る
と

き
に
は
、
そ
れ
が
完
全
消
耗
さ
れ
る
ま
で
資
材
購
入
を
中
止
し
た
。

　

そ
れ
に
よ
っ
て
捻
出
さ
れ
た
資
金
を
も
っ
て
六
ヵ
月
間
も
遅
払
い
と
な
っ
た
労
賃
を
全

額
支
給
し
た
あ
と
、
一
九
五
七
年
十
月
十
九
日
に
は
労
働
組
合
側
と
間
に
、
団
体
協
約

を
締
結
し
、
勤
労
条
件
、
労
働
組
合
活
動
、
労
使
委
員
会
、
安
全
管
理
な
ど
に
つ
い
て

の
制
度
的
仕
組
み
を
整
え
た64

。
こ
れ
に
基
づ
い
て
、
経
営
陣
は
雇
用
調
整
を
推
進
し
た
。

一
九
五
七
年
中
に
石
炭
市
場
の
需
給
不
均
衡
が
甚
だ
し
か
っ
た
だ
け
に
、
人
件
費
の
高
い

老
齢
者
を
対
象
に
、
生
産
調
節
措
置
の
一
環
と
し
て
人
員
整
理
を
行
っ
た65

。
一
九
五
七
年

か
ら
五
八
年
に
か
け
て
一
〇
〇
〇
人
以
上
の
人
員
整
理
が
行
わ
れ
、
全
体
従
業
員
数
は

九
四
九
三
人
か
ら
八
〇
三
二
人
へ
と
減
少
し
た
が
、
な
か
で
も
最
も
生
産
性
が
低
か
っ
た

寧
越
炭
鉱
を
中
心
に
強
度
の
高
い
雇
用
調
整
が
実
施
さ
れ
た
。

　
一
方
、採
炭
管
理
面
で
は
、掘
進
速
度
の
増
加
と
集
約
採
炭
を
図
っ
た66

。そ
れ
に
よ
っ
て
、

動
力
、
資
材
お
よ
び
施
設
の
効
能
を
最
高
度
で
発
揮
さ
せ
、
一
ト
ン
当
り
単
価
の
節
減

と
採
炭
技
術
の
向
上
を
実
現
し
よ
う
と
し
た
。
新
し
い
高
速
掘
進
シ
ス
テ
ム
を
導
入
す

る
た
め
、
鉱
山
科
な
ど
の
大
学
卒
業
者
を
優
先
的
に
配
置
し
て
、
発
破
、
掘
進
、
運
炭

な
ど
工
程
図
と
設
計
図
を
作
成
し
、
研
究
会
を
開
き
、
改
善
を
重
ね
た67

。
石
炭
増
産
の

イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ヴ
と
し
て
、
労
賃
制
度
に
お
い
て
は
給
付
単
位
当
り
に
標
準
原
価
を
設

定
し
て
掘
進
量
あ
る
い
は
出
炭
量
な
ど
の
作
業
量
に
比
例
し
て
支
給
す
る「
都
給
制
」（
一

種
の
請
負
給
）
を
採
択
し
た68

。
さ
ら
に
、
鉱
員
一
人
当
り
一
日
生
産
量
を
定
め
、
そ
れ
以

表18　直接夫のOMS比較
1957年（月間30m） 1960年（月間120m）

作業量 単位当り工数 延工数 作業量 単位当り工数 延工数
岩 石 掘 進
岩 石 保 坑
昇採準掘進
昇 補 修
ケービング
流 炭 夫
運 炭 夫

5,175m 15 77,625 4,895m 5 24,475
6,225枠 2 12,450 4,236枠 2 8,472
21,500昇 1 21,500 43,000昇 1 43,000
32,000枠 0.8 25,600 31,800枠 0.8 25,440

3,750 7,500
7,500 22,500

200,000m 0.2 40,000 3,000
合 計 188,425工 134,387工
O M S 200000トン ／ 188425工 ≒ 1.06 400,000トン ／ 134,387工 ≒ 2.98
出所：本社生産部長李祥圭「生産管理의［の］強化方案」（『石炭』第14号、1960年12月）、47頁。
注　：算出過程において岩石保坑、昇採準掘進、昇補修、ケービング、流炭作業などの単位当
　　 り工数は1960年度の実績をもって1957年度分を計算したため、1957年のOMSは実際に1.06
　　 を下回ると思われる。
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六
三
三・
〇
フ
ァ
ン
↓
七
三
三・
七

フ
ァ
ン
、
販
売
費
一
一
八
〇・六
フ
ァ

ン
↓
一
二
三
六・
四
フ
ァ
ン
、
営

業
外
費
用
二
〇
六・
六
フ
ァ
ン
↓

八
五・
五
フ
ァ
ン
で
あ
っ
た72

。
こ
の

な
か
で
注
目
に
値
す
る
の
が
、
労

務
費
の
負
担
が
大
幅
軽
減
さ
れ
た

こ
と
で
あ
る
。
そ
の
ほ
か
に
も
、

購
入
調
達
、
在
庫
管
理
な
ど
の
業

務
改
善
が
あ
っ
た
た
め
、
材
料
費

や
一
般
管
理
費
が
低
下
し
た
。
と

こ
ろ
が
、
減
価
償
却
費
や
鉄
道
運

賃
の
上
昇
に
伴
っ
て
山
元
経
費
や

一
般
管
理
費
な
ど
が
上
昇
し
た
。

こ
れ
ら
の
費
用
上
昇
が
あ
っ
た
に

も
か
か
わ
ら
ず
、
生
産
性
の
増
加

を
通
じ
て
一
九
五
七
年
一
月
か
ら

五
九
年
十
二
月
に
か
け
て
法
定
炭

価
と
生
産
原
価
が
ほ
ぼ
同
一
水
準

に
抑
制
す
る
こ
と
が
で
き
た
。

　

そ
の
結
果
、
表
六
、
十
七
、
十

九
の
よ
う
に
、
一
九
五
八
年
か
ら

五
九
年
に
か
け
て
流
動
比
率
、
運

営
資
金
回
転
率
、
商
品
回
転
率
が

向
上
が
確
認
で
き
る
。

　

さ
ら
に
、
石
炭
公
社
は
採
掘
さ
れ
た
石
炭
に
対
す
る
選
炭
作
業
を
改
良
し
、
石
炭
の

商
品
価
値
を
高
め
た69

。
鄭
総
裁
が
一
九
五
七
年
末
ま
で
の
三
ヵ
月
内
に
選
炭
場
を
建
設

す
る
よ
う
指
示
す
る
と
、
施
設
資
材
費
を
新
規
で
支
出
せ
ず
に
遊
休
施
設
を
活
用
し
て

数
ヵ
月
の
間
に
炭
鉱
ご
と
に
選
炭
場
が
建
設
さ
れ
、
炭
質
が
画
期
的
に
改
善
さ
れ
た
。

そ
れ
に
伴
っ
て
、
石
炭
公
社
は
石
炭
の
品
質
に
応
じ
て
炭
価
設
定
を
三
等
級
か
ら
五
等

級
に
細
分
化
し
て
石
炭
市
場
に
供
給
し
、
収
益
率
を
高
め
た70

。
そ
の
う
え
、
二
〇
都
市

に
販
売
代
行
店
を
設
置
し
て
業
務
を
開
始
し
て
、
営
業
部
要
員
を
各
代
行
店
に
分
散
配

置
し
た71

。
市
場
開
発
の
方
法
と
し
て
、
一
般
家
庭
用
暖
房
と
炊
事
用
と
し
て
の
消
費
増

加
を
図
っ
た
（
表
四
）。
都
市
民
に
練
炭
消
費
を
宣
伝
す
る
と
と
も
に
、
政
府
を
通
じ

て
薪
炭
の
搬
入
を
禁
止
す
る
措
置
を
と
ら
せ
た
。
そ
の
結
果
、
一
九
五
九
年
に
入
る
と
、

す
こ
し
景
気
が
回
復
す
る
中
、
九
ヵ
月
間
の
家
庭
消
費
が
一
九
五
八
年
度
消
費
を
基
準

に
二
五
〇
％
増
加
し
た
。
家
庭
用
消
費
の
急
速
な
増
加
に
応
じ
る
た
め
の
非
常
増
産
措

置
が
、
至
急
に
要
請
さ
れ
る
ほ
ど
で
あ
っ
た
。
そ
の
た
め
、
増
産
計
画
に
即
し
て
生
産

を
拡
大
し
、
一
九
五
九
年
に
入
っ
て
か
ら
九
ヵ
月
間
に
そ
の
目
標
を
達
成
し
て
同
年
十
二

月
の
公
社
生
産
能
力
を
当
初
計
画
の
十
八
万
九
千
ト
ン
か
ら
二
五
万
ト
ン
へ
と
引
き
上

げ
た
。
前
掲
表
三
の
よ
う
に
、
一
九
五
八
年
か
ら
五
九
年
に
か
け
て
無
煙
炭
の
生
産
が

急
激
に
伸
び
た
反
面
、
有
煙
炭
の
輸
入
は
急
減
し
た
。
こ
の
よ
う
に
、
市
場
の
需
要
分

析
そ
し
て
販
売
系
統
お
よ
び
市
場
組
織
の
確
立
を
通
じ
て
、
新
し
い
市
場
開
拓
を
す
る

こ
と
が
で
き
た
の
で
あ
る
。

　

以
上
の
よ
う
な
経
営
合
理
化
は
生
産
原
価
の
上
昇
を
抑
制
す
る
要
因
と
な
っ
た
。

一
九
五
七
年
か
ら
一
九
五
九
年
に
か
け
て
の
生
産
原
価
の
構
成
項
目
の
変
化
を
見
れ
ば
、

労
務
費
三
五
〇
五・八
フ
ァ
ン
↓
二
八
八
二・五
フ
ァ
ン
、
材
料
費
一
五
九
七・九
フ
ァ
ン
↓

一
五
一
七・三
フ
ァ
ン
、
経
費
九
六
三・七
フ
ァ
ン
↓
一
四
三
三・八
フ
ァ
ン
、
一
般
管
理
費

表19　石炭公社の貯炭量と経営動態
1958年度上半期
（1月－6月間）

1959年度上半期
（1月－6月間）

前年対比
増　　減 備　　　　　考

供給 全　国
ソウル地区

1,061,805トン 1,698,616トン (＋)60％
287,830トン 553,374トン (＋)92％

貯炭 全　国
ソウル地区

574,000トン 309,000トン (－)54％
144,173トン 72,912トン (－)50％

石公
財政
分析

流動比率 （年間）104％ (年間推計) 126％ 好　転 健全経営の標準線は200％以上（米国）
＜債務支払能力、信用度指票＞

運営資金
回 転 率 （年間） 1.46　 (年間推計)  2.25 好　転 公共炭代未収20億ファンが清算できれば、

3.2へと好転。＜支払能力指標＞

商品回転率 （年間）  3.9　  (年間推計)  11.1 好　転 前年に比べて販売活動が活発化。毎月生産
量が殆んど販売。＜企業活動性指標＞

19孔
炭価 ソウル市 1個当り55ファン 1個当り55ファン 無変動

出所：「石炭問題懇談会　石炭鉱業의［の］当面課題에 대하여［について］」（『石炭社報』第12号、1959年10月）、43頁。
注　：貯炭量の問題は石炭需給合理化の核心として先進外国の実例は正常的採鉱貯炭を年間生産量の6％以下（約1ヵ
　　　月生産量）へと抑圧。
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大
き
か
っ
た
だ
け
で
な
く
、
石
炭
従
業
員
も
三
分
の
一
へ
と
急
減
し
た
。
こ
れ
に
対
し
、

新
設
の
石
炭
公
社
は
災
害
復
旧
三
ヵ
年
計
画
を
樹
立
し
、
E
C
A
資
材
を
も
っ
て
復
旧

作
業
に
着
手
し
た
。
と
こ
ろ
が
、
資
材
の
確
保
が
円
滑
に
行
わ
れ
ず
、
工
事
実
績
は
計

画
を
下
回
っ
た
。し
か
も
、戦
時
イ
ン
フ
レ
が
進
行
し
、生
産
原
価
が
急
騰
し
た
こ
と
か
ら
、

赤
字
経
営
が
余
儀
な
く
さ
れ
た
。
こ
の
点
で
、
労
賃
の
適
正
化
が
抑
制
さ
れ
た
た
め
、

労
働
組
合
は
一
九
五
四
年
十
月
に
公
社
設
立
後
の
初
め
て
の
ス
ト
ラ
イ
キ
に
突
入
し
た
。

　

そ
こ
で
、
韓
国
政
府
は
朝
鮮
戦
争
を
通
じ
て
肥
大
化
し
た
陸
軍
の
派
遣
を
決
定
し
た
。

そ
れ
に
よ
っ
て
一
九
五
七
年
八
月
ま
で
の
二
年
九
ヵ
月
間
、
軍
の
支
援
と
と
も
に
、
陸

軍
運
営
の
規
律
や
ノ
ウ
ハ
ウ
が
公
社
経
営
に
移
植
さ
れ
た
。
経
営
危
機
が
資
金
調
達
、

経
営
資
源
の
運
営
、
内
部
統
制
な
ど
の
経
営
全
般
に
わ
た
っ
て
い
る
と
見
、
O
E
C
や

U
N
K
R
A
に
そ
の
協
力
を
要
請
し
、
韓
米
合
同
公
社
運
営
対
策
委
員
会
を
設
置
し
た
。

そ
の
も
と
に
石
炭
開
発
五
ヵ
年
計
画
を
樹
立
し
、
一
九
六
〇
年
ま
で
国
内
石
炭
生
産
を

四
〇
〇
万
ト
ン
以
上
に
増
や
し
、
海
外
か
ら
の
有
煙
炭
の
輸
入
を
代
替
す
る
こ
と
に
し

た
。
軍
派
遣
団
は
軍
兵
力
や
ト
ラ
ッ
ク
お
よ
び
建
設
装
備
を
動
員
す
る
ほ
か
、
資
材
や

食
糧
な
ど
の
調
達
に
も
介
入
し
た
。
ま
た
、
P
D
T
S
の
技
術
支
援
を
得
て
、
石
炭
公

社
の
採
炭
能
率
や
炭
鉱
の
稼
働
率
を
大
き
く
向
上
さ
せ
た
。
輸
送
面
で
は
、「
三
大
産
業

線
」
鉄
道
が
開
通
す
る
と
、
首
都
圏
ま
で
の
輸
送
費
用
が
低
下
し
、
輸
送
量
が
増
え
た
。

　

一
方
、
運
炭
鉄
道
の
建
設
は
従
来
高
価
の
海
上
輸
送
と
ト
ラ
ッ
ク
輸
送
で
は
採
算
が

取
れ
な
か
っ
た
民
営
炭
鉱
の
勃
興
を
来
た
し
た
。
こ
れ
ら
の
民
営
炭
鉱
は
石
炭
需
要
の

季
節
的
変
動
に
対
処
し
採
炭
量
と
炭
価
を
伸
縮
的
に
調
整
し
、
国
営
炭
と
の
市
場
競
争

に
お
い
て
優
位
に
立
っ
た
。
そ
の
反
面
、
石
炭
公
社
は
赤
字
経
営
を
免
れ
ず
、
市
場
競

争
力
を
失
い
つ
つ
あ
っ
た
。
こ
れ
に
対
し
、
韓
国
政
府
は
民
営
炭
鉱
ノ
ウ
ハ
ウ
を
公
社
経

営
に
取
り
入
れ
よ
う
と
し
、
江
原
炭
鉱
の
社
長
鄭
寅
旭
を
公
社
総
裁
に
任
命
し
た
。
新

経
営
陣
は
経
営
全
般
に
わ
た
る
コ
ス
ト
ダ
ウ
ン
戦
略
を
推
進
す
る
一
方
、
石
炭
市
場
に

と
も
に
上
昇
し
て
お
り
、
ま
た
赤
字
経
営
が
黒
字
に
転
換
し
、
累
積
欠
損
額
も
以
前
よ

り
少
し
は
減
少
し
た73

。
O
E
C
当
局
か
ら
も
「
自
立
的
経
営
を
行
え
る
と
と
も
に
、
機

械
設
備
の
た
め
の
投
資
金
を
積
み
立
て
ら
れ
る
ほ
ど
の
充
分
な
運
営
資
金
（
sufficient 

w
orking 

capital）
を
確
保
し
た
」
と
評
価
さ
れ
る
に
至
っ
た74

。
経
営
改
善
を
背
景
に
、

鉱
員
一
人
当
り
平
均
月
給
が
一
九
五
九
年
に
は
四
万
三
〇
〇
〇
フ
ァ
ン
へ
と
引
き
上
げ
ら

れ
、
一
九
五
七
年
一
月
の
炭
価
調
整
時
に
比
べ
て
四
三
・
三
％
が
上
昇
し
た
。
こ
の
水
準

は
物
価
水
準
が
一
九
五
〇
年
代
後
半
に
極
め
て
安
定
し
た
だ
け
に
、
実
質
賃
金
の
上
昇

を
伴
う
も
の
で
あ
っ
て
、
他
の
産
業
分
野
の
平
均
賃
金
指
数
（
製
造
工
業
一
〇
〇
、
金
属

職
一
一
二
、
全
鉱
業
一
四
七
、
石
炭
公
社
一
九
三
）
に
比
べ
て
も
、
高
い
水
準
を
示
し
た75

。

　

公
社
経
営
の
安
定
化
に
伴
な
っ
て
、
石
炭
開
発
五
ヵ
年
計
画
は
超
過
達
成
さ
れ
、

一
九
五
九
年
か
ら
六
六
年
ま
で
の
八
ヵ
年
計
画
（
一
九
五
九
年
三
八
五
万
四
千
ト
ン
↓

六
六
年
一
〇
二
〇
万
七
千
ト
ン
）
へ
と
拡
大
さ
れ
、
軍
事
政
権
が
登
場
し
て
か
ら
は
経

済
開
発
五
ヵ
年
計
画
に
改
め
ら
れ
て
ほ
ぼ
達
成
さ
れ
た76

。
石
炭
産
業
の
復
興
と
八
ヵ
年

計
画
の
進
展
は
、
韓
国
エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
構
造
に
大
き
な
変
化
を
も
た
ら
し
た77

。
毎

年
八
〇
万
ト
ン
に
達
し
て
い
た
有
煙
炭
の
輸
入
が
急
速
に
減
少
し
、
海
外
か
ら
の
石

炭
輸
入
が
製
鉄
な
ど
の
産
業
用
に
限
ら
れ
た
。
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
自
立
度
は
一
九
五
六
年

四
八・九
％
か
ら
六
〇
年
に
七
八・一
％
へ
と
高
め
ら
れ
た
の
で
あ
る
。
さ
ら
に
、
石
炭
公

社
は
自
然
排
水
六
〇
〇
メ
ー
ト
ル
以
上
の
埋
蔵
石
炭
が
殆
ん
ど
採
尽
段
階
に
達
し
た
こ

と
か
ら
、深
部
開
発
工
事
準
備
に
着
手
し
、ア
メ
リ
カ
技
術
顧
問
会
社
の
Ｐ
Ｍ
Ｃ
（Pierce 

M
anagem

ent Corporation

）
の
技
術
指
導
を
得
て
、
長
省
炭
鉱
で
は
竪
坑
施
設
工

事
（Shaft Sinking

）
を
一
九
六
一
年
よ
り
開
始
す
る
こ
と
に
な
っ
た78

。

五
、
お
わ
り
に

　

朝
鮮
戦
争
の
勃
発
は
石
炭
産
業
に
壊
滅
的
な
打
撃
を
与
え
た
。
炭
鉱
施
設
の
被
害
が
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型
과
﹇
と
﹈
変
容
：
韓
国
経
済
開
発
計
画
의
﹇
の
﹈
起
源
』
ソ
ウ
ル
大
学
校
出
版
部
、

二
〇
〇
七
年
。

２　

孔
提
郁
『
一
九
五
〇
年
代
韓
国
의
﹇
の
﹈
資
本
家
研
究
』
白
山
書
堂
、
ソ
ウ
ル
、

一
九
九
三
年
。

３　

李
大
根
『
解
放
後・一
九
五
〇
年
代
의
﹇
の
﹈
経
済
』
三
星
経
済
研
究
所
、
ソ
ウ
ル
、

二
〇
〇
二
年
、
四
三
五
〜
四
四
三
頁
。

４　

拙
著
『
戦
時
経
済
と
鉄
道
運
営
：「
植
民
地
」
朝
鮮
か
ら
「
分
断
」
韓
国
へ
の
歴
史

的
経
路
を
探
る
』
東
京
大
学
出
版
会
、
二
〇
〇
五
年
。

５  

拙
稿「
解
放
後
石
炭
産
業
의﹇
の
﹈再
編
과﹇
と
﹈帰
属
炭
鉱
의﹇
の
﹈運
営（
一
九
四
五

〜
一
九
五
〇
年
）」（『
亜
細
亜
研
究
』
一
三
四
、
高
麗
大
学
校
亜
細
亜
問
題
研
究
所
、

ソ
ウ
ル
、
二
〇
〇
八
年
十
二
月
）。

６　

Statistics Section, E
C
A
 M
ission to K

orea, Republic of K
orea 

Statistical Sum
m
ation N

o.2 , Feb, 1949, RG
 469, D

ivision of K
orea 

Program
, O
ffice of the D

irector, K
orea Statistical Sum

m
ary, Box N

o.1, 

N
A
RA
.

７　

Project C
om
m
ittee, Industry D

ivision, E
conom

ic C
ooperation 

A
dm
inistration,

„Korea ‒ ECA
 Project N

o.1, D
evelopm

ent of Coal 

M
ines in South K

orea for the Governm
ent of the Republic of K

orea,

” 

M
ay 12, 1950, RG 469, Entry 80, Box N

o.9, N
A
RA
.

８　

金
大
換
「
一
九
五
〇
年
代
韓
国
経
済
의
﹇
の
﹈
研
究
」（
陳
徳
奎
・
韓
培
浩
・
金
学

俊
・
韓
昇
洲
・
金
大
換
外
『
一
九
五
〇
年
代
의
﹇
の
﹈
認
識
』
ハ
ン
ギ
ル
サ
、
ソ
ウ
ル
、

一
九
八
一
年
）；

文
政
仁
・
金
世
中
編
『
一
九
五
〇
年
代
韓
国
史
의
﹇
の
﹈
再
照
明
』

セ
ン
イ
ン
、
ソ
ウ
ル
、
二
〇
〇
四
年
。

９　

李
賢
在
「
我
国
炭
政 

과
﹇
と
﹈
石
公
의
﹇
の
﹈
当
面
問
題
」（『
石
炭
社
報
』
第
一

お
け
る
国
営
炭
の
競
争
力
を
強
化
し
よ
う
と
し
た
。
そ
の
た
め
、
既
存
施
設
の
減
価
償

却
費
を
自
己
留
保
と
し
、
そ
れ
を
財
源
に
再
投
資
す
る
と
い
う
自
立
財
源
確
立
方
針
を

と
っ
た
。
そ
の
方
針
の
下
に
発
注
工
事
を
す
べ
て
再
審
査
し
、
建
設
費
用
を
削
減
す
る

と
と
も
に
、
そ
れ
を
通
じ
て
捻
出
さ
れ
た
資
金
を
も
っ
て
遅
払
い
の
労
賃
問
題
を
解
決

し
、
労
組
側
の
協
調
を
得
て
雇
用
調
整
を
実
施
し
た
。
採
炭
管
理
面
で
は
、
掘
進
速
度

の
改
善
と
集
約
採
炭
を
図
っ
て
、
O
M
S
を
向
上
さ
せ
、
一
ト
ン
当
り
単
価
の
削
減
と

採
炭
技
術
の
向
上
を
実
現
し
た
。
同
時
に
、
選
炭
場
を
建
設
し
て
石
炭
の
品
位
を
高
め
、

な
お
重
要
都
市
に
販
売
代
理
店
を
設
置
し
、
市
場
競
争
力
を
強
め
た
。
こ
う
し
た
内
部

合
理
化
の
結
果
、
石
炭
公
社
は
生
産
原
価
の
上
昇
を
抑
制
し
て
黒
字
経
営
を
実
現
し
、

鉱
員
賃
金
を
も
事
実
上
引
上
げ
る
こ
と
が
で
き
た
。

　

こ
う
し
て
、
一
九
五
〇
年
代
は
石
炭
産
業
が
一
つ
の
産
業
と
し
て
確
立
す
る
時
期
で

あ
っ
た
。
そ
れ
は
ア
メ
リ
カ
な
ど
か
ら
の
大
規
模
援
助
や
軍
部
に
よ
る
経
営
介
入
だ
け

で
な
く
、石
炭
産
業
の
「
自
助
」
が
あ
っ
て
、は
じ
め
て
可
能
で
あ
っ
た
。
し
か
し
な
が
ら
、

そ
れ
が
政
府
側
が
想
定
し
て
い
た
公
社
を
中
心
と
す
る
石
炭
産
業
の
復
興
・
輸
入
代
替
・

開
発
を
実
現
し
た
わ
け
で
は
な
か
っ
た
。
む
し
ろ
、
石
炭
市
場
に
民
営
炭
鉱
が
登
場
し

て
競
争
構
造
が
形
成
し
、
な
お
こ
れ
に
刺
激
さ
れ
て
石
炭
公
社
が
対
応
策
を
と
る
こ
と

に
よ
っ
て
、
公
社
経
営
の
安
定
化
や
生
産
性
の
向
上
は
も
ち
ろ
ん
、
五
ヵ
年
計
画
が
達

成
さ
れ
、六
〇
年
代
の
深
部
炭
田
開
発
へ
の
準
備
が
進
め
ら
れ
た
の
で
あ
る
。
要
す
る
に
、

石
炭
産
業
に
お
い
て
は
、
五
〇
年
代
の
復
興
の
な
か
で
「
開
発
の
時
代
」
が
内
在
的
に

準
備
さ
れ
つ
つ
あ
っ
た
と
い
え
る
だ
ろ
う
。

注
１　

金
基
承「
民
主
党
政
権
의﹇
の：引
用
者
﹈経
済
政
策
에﹇
に
﹈関
한﹇
す
る
﹈研
究
」（『
張

勉
総
理
과
﹇
と
﹈
第
二
共
和
国
』
景
仁
文
化
社
、ソ
ウ
ル
）、二
〇
〇
三
年;

朴
泰
均
『
原
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21　

大
統
領
李
勝
晩
「
李
大
統
領
諭
示
全
文
」（『
石
炭
社
報
』
第
三
号
、
一
九
五
五
年

四
月
）。

22　

姜
文
久
「
韓
国
軍
部
의
﹇
の
﹈
創
設
・
変
遷
過
程
：
解
放
以
後
韓
国
戦
争
까
지
﹇
ま

で
と
﹈」（
孫
浩
哲
編
『
韓
国
戦
争
과
﹇
と
﹈
南
北
韓
社
会
의
﹇
の
﹈
構
造
的
変
化
』

慶
尚
大
学
校
極
東
問
題
研
究
所
、
ソ
ウ
ル
、
一
九
九
一
年
）。

23　

一
九
五
〇
年
代
頃
李
承
晩
大
統
領
の
決
定
に
よ
っ
て
大
韓
石
炭
公
社
、
大
韓
重
工

業
、
各
鉱
業
所
な
ど
重
要
官
営
企
業
に
軍
派
遣
団
が
設
置
さ
れ
た
。
閔
炳
潤
「
国

営
企
業
体
運
営
의
﹇
の
﹈
展
望
」（
復
興
部
『
復
興
月
報
』
第
四
号
、
ソ
ウ
ル
、

一
九
五
六
年
十
一
月
）、
四
七
頁
。

24　

金
団
長
が
一
九
五
五
年
九
月
十
七
日
に
商
工
部
長
官
に
就
任
す
る
と
、
高
白
圭
准

将
が
次
期
団
長
と
任
命
さ
れ
た
。
大
韓
石
炭
公
社
『
軍
派
遣
団
一
年
誌
』
ソ
ウ
ル
、

一
九
五
五
年
十
二
月
、
七
、一
八
一
頁
。

25　

大
韓
石
炭
公
社
『
軍
派
遣
団
一
年
誌
』
六
〜
十
一
頁；

「
軍
派
遣
団
支
援
中
間
報

告
書
」（『
石
炭
社
報
』
第
四
号
、
一
九
五
五
年
十
一
月
）、
五
三
頁
。

26　
「
軍
派
遣
団
支
援
中
間
報
告
書
」
五
三
頁
。

27　

大
韓
石
炭
公
社
『
軍
派
遣
団
一
年
誌
』
一
六
三
頁
。

28　

運
営
委
員
会
は
民
営
炭
鉱
の
開
発
促
進
の
重
要
性
に
鑑
み
て
韓
米
合
同
炭
鉱
開
発

促
進
協
議
会
（
一
九
五
五
年
九
月
）
に
改
編
さ
れ
た
。
同
協
議
会
の
傘
下
に
は
民
営

炭
鉱
特
別
分
科
委
員
会
が
追
加
設
置
さ
れ
た
。「
韓
米
合
同
大
韓
石
炭
公
社
運
営
対

策
委
員
会
報
告
書
」（『
石
炭
社
報
』
第
三
号
、
一
九
五
五
年
四
月
）、
三
〜
九
頁；

 

大

韓
石
炭
公
社
『
軍
派
遣
団
一
年
誌
』
十
一
〜
十
六
頁
。

29　

C. G. M
cN
aron, FO

A
/W
, 

„KA
T
O
 M
essage,

” Jan. 27, 1954, RG469: 

Records of the U
.S. Foreign A

ssistance A
gencies, 1948-61, Entry 422, 

O
ffice of Far Eastern O

perations, K
orea Subject Files, 1953-1959, Box 

号
、
ソ
ウ
ル
、
一
九
五
三
年
二
月
）、
七
〇
〜
七
一
頁；

韓
国
銀
行
調
査
部
調
査
役
李

珍
華
「
炭
鉱
業 

이
﹇
が
﹈
当
面
한
﹇
し
た
﹈
諸
問
題
点
과
﹇
と
﹈
現
況
」（『
石
炭
社
報
』

第
六
号
、
一
九
五
六
年
十
一
月
）、
三
三
〜
三
八
頁
。

10　

李
祥
圭
「
炭
鉱
復
旧
과
﹇
と
﹈
開
発
」（『
石
炭
社
報
』
第
一
号
、一
九
五
三
年
二
月
）、

八
二
〜
八
四
頁
。

11　

産
業
銀
行
特
金
部
金
禹
根
「
韓
国
石
炭
鉱
業
의
﹇
の
﹈
実
態
과
﹇
と
﹈
展
望
」（『
産

業
銀
行
調
査
月
報
』
第
七
巻
二
号
、
ソ
ウ
ル
、
一
九
五
二
年
五
月
）、
四
四
頁
。

12　

李
祥
圭
「
炭
鉱
復
旧
과
﹇
と
﹈
開
発
」
八
四
頁
。

13　

李
珍
華
「
炭
鉱
業 

이
﹇
が
﹈
当
面
한
﹇
し
た
﹈
諸
問
題
点
과
﹇
と
﹈
現
況
」
三
一
頁
。

14　

E
rnest H

. Shin, Letter of D
ecem

ber 6, 1953, addressed to the 

D
epartm

ent of State, U
SA
, RG 469, Entry 422, Far East K

orea Subject 

Files, 1953-1954, Box N
o.3, N

A
RA

。

15　

金
栄
澈「
経
済
復
興
에 

따
르
는﹇
に
伴
う
﹈石
炭
産
業
開
発
促
進
策
」（『
石
炭
社
報
』

第
四
号
、
一
九
五
五
年
十
一
月
）、
二
八
頁
。

16　

金
栄
澈
「
経
済
復
興
에 

따
르
는
﹇
に
伴
う
﹈
石
炭
産
業
開
発
促
進
策
」
二
〇
頁
。

17　

韓
国
銀
行
調
査
部
行
員
李
気
乙「
石
炭
開
発
과﹇
と
﹈石
公
運
営
에﹇
に
﹈関
한﹇
す

る
﹈
小
考
」（『
石
炭
社
報
』
第
三
号
、
一
九
五
五
年
四
月
）、
四
六
頁
。

18　

韓
国
経
済
学
会
長
崔
虎
鎮
「
民
営
化
의
﹇
の
﹈
先
行
的
措
置
로
서
의
﹇
と
し
て
の
﹈

石
炭
産
業
의
﹇
の
﹈
拡
大
均
衡
問
題
」（『
石
炭
』
第
五
号
、
ソ
ウ
ル
、
一
九
五
六
年
八

月
）、
十
五
〜
十
七
頁
。

19　

Robert R. N
athan A

ssociates, Inc., Prelim
inary Report on Econom

ic 
Reconstruction of Korea, D

ec. 15, 1952, pp.V
II7-8RG Entry Econom

ic 

D
iv. Box N

o.4.

20　

拙
著
『
戦
時
経
済
と
鉄
道
運
営
』
三
二
一
〜
三
二
二
頁
。
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て
﹈」（『
石
炭
』
第
十
四
号
、
一
九
六
〇
年
十
二
月
）、
七
七
〜
八
〇
頁
。

41　

作
家
趙
霊
岩
「
地
下
二
十
年
の
栄
光
：
炭
鉱
模
範
産
業
戦
士
首
都
ソ
ウ
ル
訪
問
随

行
記
」（『
石
炭
社
報
』
第
三
号
、
一
九
五
五
年
四
月
）、
六
八
〜
七
六
頁
。

42　
「
第
十
一
回
国
際
連
合
総
会
에
﹇
に
﹈
提
出
된
﹇
さ
れ
た
﹈
国
際
連
合
韓
国
再
建
団

団
長
報
告
（
一
九
五
五
年
七
月
一
日
〜
五
六
年
六
月
三
〇
日
）」（
復
興
部
『
復
興
月
報
』

第
五
号
、
一
九
五
六
年
十
二
月
）、
一
三
〇
頁；

一
九
五
七
年
に
ソ
ウ
ル
大
学
卒
業
生

十
一
人
が
入
社
試
験
採
用
第1

期
生
と
し
て
採
用
さ
れ
た
。
大
韓
石
炭
公
社
前
理
事
長

金
斗
栄
イ
タ
ビ
ュ
ー
、
二
〇
〇
六
年
七
月
二
一
日
。

43　

大
韓
石
炭
公
社
『
軍
派
遣
団
一
年
誌
』
四
五
〜
五
一
頁
。

44　

朱
在
栄
「
石
公
事
業
実
績
概
要
（
一
九
五
五
年
度
第
三
四
半
期
現
在
）」（『
石
炭
』

第
五
号
、
一
九
五
六
年
八
月
）、
四
四
〜
四
五
頁
。
諸
表
彰
は
以
下
の
よ
う
で
あ
る
。

李
大
統
領
閣
下
部
隊
表
彰
（
一
九
五
六
年
一
月
十
二
日
）、国
防
長
官
表
彰
（
一
九
五
六

年
一
月
十
一
日
）、
陸
軍
参
謀
総
長
表
彰
（
一
九
五
六
年
一
月
十
三
日
）、
国
会
民
議
院

議
長
感
謝
状
（
一
九
五
六
年
四
月
三
日
）、
商
工
部
長
官
お
よ
び
ソ
ウ
ル
特
別
市
長
表

彰
状
外
八
点
（「
軍
派
遣
団
支
援
中
間
報
告
二
（
一
九
五
五
年
九
月
〜
五
六
年
三
月
）」

54
頁
）。 

45　

一
九
五
五
会
計
年
度
は
援
助
導
入
の
便
宜
の
た
め
、
一
九
五
五
年
七
月
か
ら

一
九
五
六
年
十
二
月
ま
で
の
十
八
ヵ
月
で
あ
っ
た
。「
石
公
事
業
実
績
概
要
（
一
九
五
五

年
度
第
三
四
半
期
現
在
）」
三
七
頁
。 

46　

空
気
一
㏄
当
り
鉱
塵
は
一
〇
〇
〇
〜
二
〇
〇
〇
個
が
発
見
さ
れ
た
。
医
学
博
士
・
石

公
技
師
崔
永
泰「
長
省
鉱
業
所
에
서﹇
で
﹈実
施
한﹇
し
た
﹈作
業
能
率
基
礎
調
査
報
告
」

（『
石
炭
社
報
』
第
七
号
、
一
九
五
七
年
五
月
）、
四
四
〜
五
〇
頁
。

47　

石
公
理
事
金
圭
敏「
石
公
運
営
八
周
年
回
顧
과﹇
と
﹈展
望
」（『
石
炭
社
報
』第
十
号
、

一
九
五
八
年
十
一
月
）、
六
頁
。

N
o.3, N

A
RA
.

30  H
arley F. Cope, M

anager W
ashington O

ffice, Pierce M
anagem

ent 

Incorporated, 

„UN
K
RA
 Project N

o. M
IN
 6 (3),

” to C. T
yler W

ood, 

Econom
ic Coordinator for K

orea, Jul. 29, 1954, RG469, Entry 422, Box 

N
o.3, N

A
RA
.

31　

Ｐ
Ｄ
Ｔ
Ｓ
の
技
術
顧
問
は
大
韓
石
炭
公
社
の
各
現
場
と
本
社
に
招
聘
さ
れ
、

一
九
五
八
年
末
ま
で
四
年
近
く
駐
在
し
、
石
炭
生
産
全
般
に
わ
た
る
技
術
指
導
を
行
っ

た
。「Recom

m
endation by M

R. W
. F. M

asterton at Final M
eeting

」（『
石

炭
社
報
』
第
十
一
号
、
一
九
五
九
年
五
月
）、
三
〜
八
頁
。

32　

豆
炭
の
一
種
。

33　

RO
K
, 

„Korea's Five-Y
ear Coal Plan,

” RG319, Entry 64, Box N
o.6, 

N
A
RA
. 

34　
「
韓
米
合
同
大
韓
石
炭
公
社
運
営
対
策
委
員
会
報
告
書
」
三
〜
九
頁
。

35　
「
軍
派
遣
団
支
援
中
間
報
告
書
」
五
八
頁
。

36　
「
軍
派
遣
団
支
援
中
間
報
告
書
」
五
六
頁
。

37　
「
軍
派
遣
団
支
援
中
間
報
告
二
（
一
九
五
五
年
九
月
〜
五
六
年
三
月
）」（『
石
炭
』

第
五
号
、
一
九
五
六
年
八
月
）、
五
三
〜
五
四
頁
。

38　

R
oy T

. H
averkam

p, third Secretary of E
m
bassy, Seoul, 

„Mem
orandum

 of conversation,

” Jan. 1, 1955, R
G
84, K

orea, Seoul 

Em
bassy, Classified General Records, 1953-1955, Entry: Seoul, K

orea, 

1950-1955, Box N
o.5, N

A
RA

。

39　
「
軍
派
遣
団
支
援
中
間
報
告
書
」
五
六
〜
五
七
頁；

「
軍
派
遣
団
支
援
中
間
報
告

二
（
一
九
五
五
年
九
月
〜
五
六
年
三
月
）」
五
二
〜
五
三
頁
。

40　

本
社
保
健
管
理
室
長
・
医
学
博
士
崔
永
泰
「
過
去
를 

뒤
돌
아
보
며
﹇
を
振
り
返
っ
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日
に
石
炭
課
長
に
任
命
さ
れ
た
。
五
〇
年
五
月
〜
五
一
年
一
〇
月
に
は
石
炭
公
社
生
産

理
事
を
務
め
た
あ
と
、
退
職
し
て
企
業
家
と
し
て
五
二
年
六
月
に
江
原
炭
鉱
を
創
業

し
、
政
府
に
よ
っ
て
経
営
能
力
が
認
め
ら
れ
て
五
七
年
九
月
か
ら
五
九
年
十
二
月
ま

で
大
韓
石
炭
公
社
総
裁
に
就
任
し
た
。
鄭
寅
旭
伝
記
編
纂
会
『
先
覚
者
鄭
寅
旭
』
春

秋
閣
、
ソ
ウ
ル
、
二
〇
〇
〇
年
。

57　

鄭
寅
旭
伝
記
編
纂
会
『
先
覚
者
鄭
寅
旭
』
二
〇
〇
頁
。

58　

„The new
 Gorvernor, Chung, In W

ook is a good experienced sincere 

and practical m
ining m

an and m
uch adm

ired by our m
ining D

ivision.

” 

D
. L. Sibray, CIN

CREP Seoul, A
irgram

(PFA
 89-21-468) to ICA

, O
ct. 29, 

1957, RG469, Entry N
o.422, Box N

o.66

59　

前
石
公
総
裁
鄭
寅
旭
「
季
節
資
金
의
﹇
の
﹈
自
律
的
調
達
策
：
販
売
系
統
・
市

場
組
織
의
﹇
の
﹈
確
立
을
﹇
を
﹈
中
心
으
로
﹇
に
﹈」（『
石
炭
社
報
』
第
十
二
号
、

一
九
五
九
年
一
〇
月
）、
三
〜
四
頁
。

60　

石
炭
鉱
業
の
特
質
と
し
て
そ
の
開
発
の
年
数
が
漸
増
す
る
に
従
っ
て
、
坑
道
掘
進

の
深
度
が
深
く
な
る
た
め
、
従
来
と
同
一
な
生
産
量
を
確
保
す
る
た
め
に
は
、
よ
り

多
く
の
設
備
投
資
が
必
要
と
さ
れ
る
。
鄭
寅
旭「
季
節
資
金
의﹇
の
﹈自
律
的
調
達
策
」

三
〜
四
頁
。

61　

産
業
開
発
委
員
会
委
員
黄
炳
晙「
国
営
企
業
의﹇
と
﹈経
営
合
理
化
問
題：
그﹇
そ
の
﹈

経
営
의
﹇
の
﹈
反
省
을 

위
하
여
﹇
の
た
め
に
﹈」（『
石
炭
社
報
』
第
十
号
、
一
九
五
八

年
十
一
月
）、
三
三
頁
。

62　

石
公
総
裁
鄭
寅
旭
「
石
炭
鉱
業
의
﹇
の
﹈
自
立
経
営
方
策
」（『
石
炭
社
報
』
第
十
号
、

一
九
五
八
年
十
一
月
）、
一
〜
二
頁
。

63　

鄭
寅
旭
伝
記
編
纂
会
『
先
覚
者
鄭
寅
旭
』
二
〇
四
〜
二
〇
五
頁
。

64　

全
国
鉱
山
労
働
組
合
『
鉱
労
二
十
年
略
史
』
七
二
〜
七
三
頁
。

48　

石
公
総
務
理
事
金
圭
敏
「
石
炭
産
業
改
編
의
﹇
の
﹈
合
理
的
方
案
」（『
石
炭
社
報
』

第
七
号
、
一
九
五
七
年
五
月
）、
三
頁
。

49　

石
公
管
理
課
長
鄭
然
豹
「
石
炭
産
業
의
﹇
の
﹈
現
況
과
﹇
と
﹈
石
公
民
営
化
問
題
」

（『
石
炭
社
報
』
第
九
号
、
一
九
五
八
年
六
月
）、
六
五
〜
六
六
頁
。

50　

総
裁
林
松
本
「
鉱
業
振
興
으
로
의
﹇
へ
の
﹈
道
：
国
有
炭
鉱
払
下
의
﹇
の
﹈
先
決

条
件
」（『
石
炭
社
報
』
第
六
号
、
一
九
五
六
年
十
一
月
）、
一
頁；

大
韓
石
炭
公
社
『
大

韓
石
炭
公
社
五
十
年
史
』
２
０
０
１
年
、
ソ
ウ
ル
、
七
四
〜
七
五
頁
。

51　

前
石
公
総
裁
・
現
江
原
炭
鉱
社
長
鄭
寅
旭
「
石
炭
産
業
의
﹇
の
﹈
分
析
：
炭
鉱
長

期
開
発
政
策
上
의
﹇
の
﹈
盲
点
과
﹇
と
﹈
是
正
策
」（『
石
炭
』
第
十
四
号
、
一
九
六
〇

年
十
二
月
）、
十
七
頁
。

52　

徳
大
は
人
件
費
限
社
外
都
給
の
下
請
業
者
と
一
括
社
外
都
給
の
租
鉱
権
者
と
し
て

区
分
さ
れ
た
。
い
ず
れ
に
せ
よ
、
徳
大
制
度
は
母
鉱
業
者
に
と
っ
て
①
景
気
変
動
の

安
全
弁
、
②
労
務
管
理
費
用
の
節
約
と
い
う
二
つ
の
効
果
を
も
た
ら
し
た
。
白
仁
美

「
炭
鉱
業
의
﹇
の
﹈
徳
大
制
과
﹇
と
﹈
雇
用
関
係
에
﹇
に
﹈
関
한
﹇
す
る
﹈
研
究
：
江

原
道
旌
善
郡
舎
北
邑
D
炭
鉱
의
﹇
の
﹈
事
例
를
﹇
を
﹈
中
心
으
로
﹇
と
し
て
﹈」
延
世

大
学
校
社
会
学
科
修
士
学
位
論
文
、
ソ
ウ
ル
、
一
九
八
四
年
七
月
。

53　

鄭
浩
沢
「
韓
国
石
炭
生
産
管
理
分
析
」
ソ
ウ
ル
大
学
校
大
学
院
行
政
学
修
士
学
位

論
文
、
ソ
ウ
ル
、
一
九
六
〇
年
十
二
月
。

54　

李
大
根
『
解
放
後
・
一
九
五
〇
年
代
의
﹇
の
﹈
経
済
』
四
五
六
〜
四
五
七
頁
。

55　

朴
桂
波「
危
機
에﹇
に
﹈
처
한﹇
瀕
し
た
﹈我
国
의﹇
の
﹈石
炭
産
業：打
開
策
을﹇
を
﹈

中
心
으
로
﹇
と
し
て
﹈」（『
石
炭
社
報
』
第
九
号
、
一
九
五
八
年
六
月
）、
八
九
頁
。

56　

鄭
寅
旭
は
一
九
三
八
年
三
月
に
早
稲
田
大
学
採
鉱
冶
金
科
を
卒
業
し
た
あ
と
、

三
九
年
朝
鮮
総
督
府
鉄
鋼
課
嘱
託
、
四
〇
年
全
北
道
庁
鉱
山
係
長
と
し
て
勤
務
、
解

放
後
に
は
四
六
年
二
月
に
軍
政
庁
商
務
局
石
炭
課
長
石
炭
課
長
、
四
七
年
三
月
一
〇
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75　
「
石
炭
問
題
懇
談
会
」
四
三
頁
。

76　

但
し
、
一
九
六
六
年
度
国
内
石
炭
生
産
が
石
炭
公
社
四
，
七
〇
五
千
ト
ン
、
民
営

炭
鉱
六
，
九
〇
七
千
ト
ン
で
あ
っ
た
こ
と
か
ら
わ
か
る
よ
う
に
、
石
炭
増
産
の
主
役
は

民
営
炭
鉱
で
あ
っ
た
。

77　

国
家
再
建
最
高
会
議
財
経
委
員
会
専
門
委
員
白
雲
吉
「
에
네
르
기
﹇
エ
ネ
ル
ギ
ー
﹈

経
済
의
﹇
の
﹈
展
望
」（『
石
炭
』
第
十
五
号
、
一
九
六
二
年
十
二
月
）、
四
〜
五
頁
。

78　

本
社
電
気
課
副
技
師
朴
勝
燁
「
石
公
의
﹇
の
﹈
運
営
合
理
化
問
題
」（『
石
炭
』

第
十
四
号
、
一
九
六
〇
年
十
二
月
）、
六
五
〜
六
六
頁；

Jhon L. G. W
eysser

、

Pierce M
anagem

ent Corporation

「
採
鉱
技
術
面
에
서 

본 

나
의
﹇
か
ら
見
た

私
の
﹈
提
言
：
通
風
施
設
을
﹇
を
﹈
中
心
으
로
﹇
と
し
て
﹈」（『
石
炭
』
第
十
五
号
、

一
九
六
二
年
十
二
月
）、
十
三
〜
十
五
頁
。

65　

鄭
寅
旭
伝
記
編
纂
会
『
先
覚
者
鄭
寅
旭
』
二
一
一
頁
。

66　

本
社
生
産
部
長
李
祥
圭
「
生
産
管
理
의
﹇
の
﹈
強
化
方
案
」（『
石
炭
』
第
十
四

号
、
一
九
六
〇
年
十
二
月
）、
四
七
頁;

大
韓
石
炭
公
社
『
大
韓
石
炭
公
社
五
十
年
史
』

二
六
七
〜
二
七
一
頁
。

67　

鄭
寅
旭
伝
記
編
纂
会
『
先
覚
者
鄭
寅
旭
』
二
〇
九
〜
二
一
二
頁
。

68　

社
内
の
賃
金
制
度
は
大
き
く
見
て
採
炭
夫
、
掘
進
夫
、
保
坑
夫
な
ど
直
接
夫
（
先

山
夫
）
の
都
給
制
、
間
接
夫
（
後
山
夫
）
お
よ
び
坑
外
夫
の
日
給
制
、
管
理
職
の
月

給
制
か
ら
な
っ
て
い
た
。
都
給
制
と
い
っ
て
も
、
す
べ
て
成
果
給
と
し
て
決
定
さ
れ
る

の
で
は
な
く
、
基
本
給
に
加
え
て
入
坑
手
当
な
ど
の
各
種
手
当
が
加
え
ら
れ
、
個
々

人
賃
金
が
決
定
さ
れ
た
。

69　

鄭
寅
旭
伝
記
編
纂
会
『
先
覚
者
鄭
寅
旭
』
二
〇
六
〜
二
〇
七
頁
。

70　

石
炭
品
位
別
に
炭
価
の
格
差
を
設
定
し
な
か
っ
た
の
は
、
石
炭
産
業
の
品
質
向
上

に
対
す
る
措
置
を
ま
だ
考
え
ら
れ
な
い
こ
と
か
ら
来
る
欠
陥
で
あ
る
。

71　

鄭
寅
旭「
石
炭
鉱
業
의
﹇
の
﹈自
立
経
営
方
策
」一
〜
二
頁；
「
石
炭
問
題
懇
談
会：

石
炭
鉱
業
의
﹇
の
﹈
当
面
課
題
에 

대
하
여
﹇
に
つ
い
て
﹈」（『
石
炭
社
報
』
第
十
二
号
、

一
九
五
九
年
十
月
）、
三
五
〜
三
六
頁
。

72　

大
韓
石
炭
公
社
『
経
営
統
計
』
ソ
ウ
ル
、
一
九
六
三
年
四
月
。

73　

累
積
赤
字
は
一
九
五
五
年
一
，
四
三
二
百
万
フ
ァ
ン
か
ら
五
七
年
八
五
三
百
万
フ
ァ

ン
、
五
八
年
八
三
二
百
万
フ
ァ
ン
、
五
九
年
二
六
八
百
万
フ
ァ
ン
へ
と
減
少
し
、
六
〇

年
に
は
黒
字
の
六
，
四
〇
〇
万
フ
ァ
ン
に
転
じ
た
。
大
韓
石
炭
公
社
『
経
営
統
計
』。

74　

D
onald L. Sibray, 

„Report on Project N
o. 89-21-468, D

ai H
an Coal 

Corporation Governm
ent M

ines,

” to U
N
C Econom

ic Coordinator, M
ar. 

12, 1959, RG469, O
ffice of the Far Eastern O

prations, K
orea D

ivison, 

Entry N
o. 478, Box N

o. 5, N
A
RA

。


